
11月29日（金）
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令 和 元 年 1 1 月 2 9 日 （ 金 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（39名）

（ ）１番 日 髙 利 夫 東諸の未来を考える会

（ ）２番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）３番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）４番 来 住 一 人

（ ）５番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 宮 崎

（ ）６番 武 田 浩 一 宮崎県議会自由民主党

（ ）７番 山 下 寿 同

（ ）８番 窪 薗 辰 也 同

（ ）９番 脇 谷 のりこ 同

（ ）10番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）11番 安 田 厚 生 同

（ ）12番 内 田 理 佐 同

（ ）13番 丸 山 裕次郎 同

（ ）14番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（ ）15番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）16番 前屋敷 恵 美

（ ）17番 渡 辺 創 県 民 連 合 宮 崎

（ ）18番 髙 橋 透 同

（ ）19番 中 野 一 則 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 横 田 照 夫 同

（ ）21番 濵 砂 守 同

（ ）22番 西 村 賢 同

（ ）23番 外 山 衛 同

（ ）24番 日 高 博 之 同

（ ）25番 野 﨑 幸 士 同

（ ）26番 日 髙 陽 一 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 二 見 康 之 同

（ ）34番 原 正 三 同蓬

（ ）35番 右 松 隆 央 同

（ ）36番 星 原 透 同

（ ）37番 井 本 英 雄 同

（ ）38番 徳 重 忠 夫 同

（ ）39番 山 下 博 三 同

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 郡 司 行 敏

副 知 事 鎌 原 宜 文

総 合 政 策 部 長 渡 邊 浩 司

総 務 部 長 武 田 宗 仁

危 機 管 理 統 括 監 藪 田 亨

福 祉 保 健 部 長 渡 辺 善 敬

環 境 森 林 部 長 佐 野 詔 藏

商工観光労働部長 井 手 義 哉

農 政 水 産 部 長 坊 薗 正 恒

県 土 整 備 部 長 瀬戸長 秀 美

会 計 管 理 者 大 西 祐 二

企 業 局 長 図 師 雄 一

病 院 局 長 桑 山 秀 彦

総務部参事兼財政課長 吉 村 達 也

教 育 長 日 隈 俊 郎

警 察 本 部 長 阿 部 文 彦

選 挙 管 理 委 員 長 吉 瀬 和 明

監 査 事 務 局 長 髙 林 宏 一

人事委員会事務局長 村 久 人

事務局職員出席者

事 務 局 長 片 寄 元 道

事 務 局 次 長 和 田 括 伸

議 事 課 長 齊 藤 安 彦

政 策 調 査 課 長 日 髙 民 子

議 事 課 長 補 佐 鬼 川 真 治

議 事 担 当 主 幹 山 口 修 三

議 事 課 主 査 井 尻 隆 太

議 事 課 主 任 主 事 三 倉 潤 也
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一般質問◎

これより本日の会議を開き○丸山裕次郎議長

ます。

本日の日程は、昨日に引き続き一般質問であ

ります。

ただいまから一般質問に入ります。まず、山

下寿議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○山下 寿議員

ざいます。私は、自由民主党児湯郡選挙区の山

下寿でございます。どうぞよろしくお願いいた

します。

本日は、私の選挙区からもたくさんの方が傍

聴においでいただいております。大変ありがと

うございます。

県議会議員になり、はや半年が過ぎようとし

ていますが、まだまだ勉強することが多く、戸

惑いを感じ、多くの皆さん方に大変迷惑をかけ

ているところでございます。一日も早く一人前

の議員になれるように努力いたしますので、ど

うぞよろしくお願いいたします。

さて、早いもので１年がはや終わろうとして

います。ことしを振り返ってみますと、ことし

は統一選挙の年で、いろいろな選挙でいろいろ

な選挙区から新しい議員が誕生いたしました。

私もその一人でございます。

また、ことしは100年に一度と言われる甚大な

被害がいろいろな地域で発生いたしました。亡

くなられた方や被害に遭われた方々に、心から

お悔やみを申し上げますとともに、お見舞いを

申し上げたいと思います。

それでは、通告に従いまして質問いたしま

す。

きのうもたくさんの方が質問されました、宮

崎カーフェリー株式会社の新造船についてお伺

いいたします。

宮崎カーフェリー株式会社の新船建造におい

て、県が40億円を貸し付けることについてお尋

ねします。

過去にマリンエキスプレスから事業を継承し

事業継続が困難となり、新会社をつくり過剰債

務を整理した上で、新船建造、本県の経済の生

命線であるからということで、いろいろと説明

を受けました。それだけ重要であれば、需要も

高かったのではないでしょうか。これだけの事

業を経営しながら、171億円の融資が受けられな

いのが理解できません。宮崎県が始まって２番

目の大型融資とお聞きしますが、１番目のフェ

ニックスリゾートとは、とても初期投資が比べ

物になりません。このことは、県民にとっても

非常に関心の高い事案であります。

今回の議会が始まりまして、11月18日以降、

新聞、テレビ、いろいろな報道がなされ、私た

ちにも県民からいろいろな電話がありました。

県民に迷惑をかけることは絶対相なりません。

県貸し付けについては、確実に返済される見通

しがあるのでしょうか。判断された知事にお伺

いいたします。

以上、壇上での質問を終わり、この後は質問

者席から質問をさせていただきます。（拍手）

〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

宮崎カーフェリーへの県からの貸し付けにつ

きましては、国の中小企業施策の実施機関であ

る「中小企業基盤整備機構」が所管しておりま

す、高度化資金を活用することとしておりま

す。同機構の協力のもと、宮崎カーフェリーか

ら提出された収支計画及び償還計画等につい

て、慎重に審査をしてまいりました。

令和元年11月29日(金)
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令和元年11月29日(金)

その結果、償還のための利益が見込まれ、堅

実で実現性が高い計画が立てられていることか

ら、確実な返済が見込まれると判断していると

ころであります。

また、今後、新船建造の経過をフォローする

とともに、資金の貸し付け後には定期的に経営

状況等を把握するなど、債権管理をしっかりと

行ってまいりたいと考えております。以上であ

ります。〔降壇〕

次に、商工観光労働部長にお○山下 寿議員

尋ねします。

会社の収支計画において、新船就航後の売り

上げの見通しはどうなっているのか、お伺いい

たします。

新船就航○商工観光労働部長（井手義哉君）

後の令和５年度以降の売上高は、貨物運賃収入

が約44億円、旅客運賃収入が約13億円、その他

の収入を含めて約61億円とされており、平成30

年度実績と比べて、約２億円の増加が見込まれ

ております。

その中で、新船は、トラックの積載可能台数

が30台程度ふえるところを、上り７台程度、下

り２台程度の増とし、旅客についても、個室化

等による増加が期待されているところを、現状

維持で試算されております。

また、費用の約３割を占める燃料費について

も、新船の省エネ効果による燃費向上をかた目

に試算されております。

このように、収支の両面において、かた目の

試算とした上で、借入金の償還を計画どおり行

いつつ、毎年度、黒字が確保される見通しと

なっております。

再度、商工観光労働部長にお○山下 寿議員

尋ねします。

収支計画の前提となる年間の稼働日数や上下

便の貨物の利用見通しについて、お伺いしま

す。

稼働日数○商工観光労働部長（井手義哉君）

につきましては、１年間を通じて毎日運航する

ことを基本としておりますが、ドックでの検査

や荒天等による欠航を過去の実績から見込み、

年間上下合わせて700便程度と設定されておりま

す。

また、貨物の利用見通しにつきましては、平

成30年度実績と比較して、上りは約3,000台増の

約４万5,000台、下りは約1,000台増の約３万

台、合わせて約７万5,000台のトラック利用が見

込まれております。

なお、トラック利用台数につきましては、新

船建造により積載可能台数が30台程度増加する

ものの、夏場には農産物の荷が少なくなるこ

と、また、往復での利用は限定的であることな

どから、先ほどお答えしましたとおり、上りで

７台程度、下りで２台程度の増加と、かた目に

見込んだものとなっております。

次に、総合政策部長にお尋ね○山下 寿議員

します。

トラックで陸路を走った場合とカーフェリー

を使った場合のコスト比較はどういうふうに

なっているか、お尋ねします。

カーフェリー○総合政策部長（渡邊浩司君）

の運賃につきましては、大型トラックで、消費

税と燃料調整金を含めた料金は８万9,100円と

なっております。

一方、トラックで陸送する場合は、宮崎イン

ターチェンジから神戸港付近のインターチェン

ジまでの高速道路の料金と燃料費を合わせまし

て、約４万3,000円程度となっております。

なお、運転手の業務時間は１日16時間が上限

とされておりますので、県内での集荷時間と行
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令和元年11月29日(金)

き先での配送時間を考慮しますと、関西地域よ

り遠くに陸送する場合には運転手が２名必要と

なりますので、人件費が１名分多くかかること

となります。

今、知事や商工観光労働部○山下 寿議員

長、総合政策部長から答弁をいただきました。

なぜこれだけの収益の高い事業が、金融機関

から新会社に全額融資できないのかが、納得で

きません。

総合政策部長から話がありましたけれども、

今、国土交通省では、自動車の自動運転化につ

いても開発が進められています。高速自動車道

路など限られた道路においては、近い将来に自

動運転化が可能であるとお聞きしております。

そうなりますと、先ほどは、運転手が２人要る

かもしれないというような話もありましたけれ

ども、自動運転化になれば一人で運転ができる

わけですので、陸路のコストも相当安くなると

思います。20年間での返済が目標の融資でござ

いますので、大変な状況も起こり得るのかなと

いう心配をしております。

それとあわせまして、私は議員の皆さん方も

なかなか納得がいかない事案であると思います

が、この議案が付託され、審査をされる常任委

員会においては、過去のカーフェリー会社の決

算書などいろいろな提出を求めて、慎重な審査

をしていただくことを求めておきたいと思いま

す。

それでは、次の質問に移らせていただきま

す。鳥インフルエンザの発生防止対策について

お伺いします。

国は、外国人の観光誘致に取り組み、観光地

では期待をしているところであります。ところ

が、御案内のように、中国がアメリカとの貿易

摩擦で国内景気が悪く、また、隣の韓国におき

ましても日韓の関係が悪化し、アジアからの観

光客が激減をしております。このようなことか

ら、観光誘致によるインバウンドの取り組みが

必要なことは理解できますが、水際貿易体制の

強化を図った上で、アジアからの観光誘致をす

べきものと考えております。

現在、国内では、岐阜県に端を発しましたＣ

ＳＦ（豚コレラ）の終息が見えず、江藤農林水

産大臣が、苦渋の決断によりワクチン接種に踏

み切ったところであります。

また、ワクチンも治療方法もない大変脅威の

ＡＳＦ（アフリカ豚コレラ）が、中国を初めと

したアジアに蔓延し、本県と直行便のある韓国

まで発生しております。このため、国において

は、肉製品の不正持ち込みの罰則強化、検疫探

知犬の増頭など、水際貿易体制の強化を含めて

法律を改正し、対応しようとしております。

本県においても、９月補正により水際貿易の

強化が盛り込まれました。しっかりとした対応

をお願いいたします。

一方、秋から冬にかけてこの時期は、野鳥が

原因とされる高病原性鳥インフルエンザの発生

を一番警戒しなければならない時期でありま

す。

また、本県はブロイラーの羽数が日本一の養

鶏県であり、一度発生を許せば、経済的にも大

きな影響を与えることになりますので、発生防

止に向けた万全な取り組みが非常に重要と考え

ております。

そこで、高病原性鳥インフルエンザのリスク

が高まる時期となりましたが、発生防止対策に

ついて、農政水産部長にお伺いします。

高病原性鳥イ○農政水産部長（坊薗正恒君）

ンフルエンザの発生を防ぐためには、鶏舎内へ

のウイルス侵入防止対策の徹底が大変重要でご
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令和元年11月29日(金)

ざいます。

このため、全農場におきまして、生産者みず

からが、鶏舎やネットの破損等を点検・修繕し

た後、家畜防疫員が巡回して、修繕に不備がな

いか確認し、きめ細かく指導しているところで

ございます。

また、県が調査のため設置しました監視カメ

ラに、野生動物が鶏舎のすぐそばで確認された

例もありますことから、その写真をもとに生産

者への啓発チラシを作成し、危機意識の高揚も

図っているところでございます。

さらに、水辺周辺などリスクの高い農場に対

しましては、11月以降、再度立入指導を行うこ

とにより、改めて、野生動物対策やウイルス侵

入防止の徹底に万全を期しているところでござ

います。

既に渡り鳥が飛来してきており、発生リスク

の高いシーズンに入っておりますので、最大限

の警戒のもと、引き続き発生防止に努めてまい

りたいと考えております。

高病原性鳥インフルエンザ○山下 寿議員

は、ここ数年、宮崎では発生していませんが、

国内のあちこちで、野鳥のふんからウイルスが

検出されているわけでございますので、万全の

対策をよろしくお願いいたします。

次に、国土強靱化、防災・減災対策につい

て、県土整備部長にお伺いします。

県管理河川の19水系において、洪水氾濫等に

よる浸水被害の危険がある244カ所の対策をどの

ように進めていくのか、お答えください。

御質問の危○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

険箇所につきましては、これまで越水等が発生

した箇所など、洪水の際に河川氾濫等の被害が

予想される、水防上特に注意を要する箇所であ

ります。

このため県では、危険箇所の被害軽減を図る

ために、現在113カ所で河川整備を進めており、

３か年緊急対策においても、河道掘削等を実施

しているところであります。

しかしながら、整備には多大な費用と長い期

間を要することから、ハード対策に加え、ソフ

ト対策として、市町村に河川情報を伝達する

ホットラインの実施や、水位情報や河川監視カ

メラの画像をインターネット上に発信し、住民

みずからの避難行動につながる支援を行ってお

ります。

今後とも、河川整備の一層の推進に向けた予

算確保に努め、ハード・ソフトが一体となった

浸水被害の軽減に取り組んでまいりたいと考え

ております。

再度、県土整備部長にお尋ね○山下 寿議員

します。

最近は、100年に一度と言われる想像もつかな

い災害が頻発しております。

そんな中で、老人ホームや病院など、要配慮

者利用施設の浸水被害が多く発生しています。

水防法で義務づけられている要配慮者利用施設

の避難確保計画の策定率が、先日の報道を見ま

すと、全国平均では45％、本県では23％と、驚

くほど進んでいないようでございます。

そこで、県内の要配慮者利用施設における、

水防法に基づく避難確保計画の策定状況をお伺

いいたします。

平成29年の○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

水防法改正により、洪水浸水想定区域内に立地

し、市町村の地域防災計画に位置づけられた要

配慮者利用施設の所有者等は、避難確保計画を

策定することが義務づけられたところでありま

す。

平成31年３月末時点で、141施設が計画を策定
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しておりましたが、県において、国や市町村と

連携し、施設の所有者等向けの講習会を実施す

るとともに、県内６地区に直接出向き、関係す

る全市町村に対して、具体的な指導・助言を

行ったところ、本年10月末時点では395施設が増

加し、現在536施設において計画が策定されたと

ころであります。

県としましては、今後も、各関係機関と連携

を図り、全ての対象施設において計画が策定さ

れるよう、支援を行ってまいりたいと考えてお

ります。

大きい水害がありますと、病○山下 寿議員

院や老人ホームが浸水している状況を、我々新

聞でよく目にするわけですが、どうか一日も早

く要配慮者利用施設の避難計画を作成するよう

に、指導を要望しておきたいと思います。

次に、和牛甲子園についてお伺いいたしま

す。

ことしの10月、小林市主催で、第１回目とな

る全国和牛ハイスクールサミットが３日間の日

程で開催され、全国31の農業高校から330人の高

校生が集まり、畜産共進会の見学やシンポジウ

ム、技術研修会などが行われました。和牛を通

して仲間づくりやきずなも深まり、参加した全

国の高校生から大変好評であったようでござい

ます。

この取り組みは、来年度も継続の予定とお聞

きしております。担い手育成の観点から、引き

続き、県としても小林市と十分連携して、魅力

ある大会づくりをお願いしたいと思います。

さて、同じく農業高校を対象にした和牛甲子

園という大会があります。この大会は、全農が

主催し、第３回大会には、全国の高校生17県か

ら30校が出場しまして、和牛肥育の高校生チャ

ンピオンを決める、全国の和牛甲子園でありま

す。九州からも佐賀県、熊本県、鹿児島県など

が出場しているようです。

そこで、県内農業系高校における和牛に関す

る学習の現状について、教育長にお伺いしま

す。

和牛の学習には、大○教育長（日隈俊郎君）

きく繁殖と肥育の分野がありますが、現在、高

鍋農業、都城農業、小林秀峰、高千穂の４校に

おいて、本県の和牛農家の大半を占める繁殖の

基礎的な学習を行っております。その後の肥育

に関する学習につきましては、県立農業大学校

に進学後、より環境の整った農場で、実践的学

びを行うという流れができております。

しかしながら、近年、繁殖から肥育までの一

貫経営の大規模化と増加に合わせて、後継者育

成の指定校である高鍋農業でも、肥育に関する

学習を取り入れています。その一環として、肥

育牛を毎年１頭出荷しまして、学校即売会で精

肉販売を行ったり、海外輸出や、ふるさと納税

の返礼品にしたりするなど、経営を意識した学

習にも取り組んでいるところであります。

現在の農業高校の農場では、○山下 寿議員

繁殖牛の飼養管理技術の実習が中心に行われて

いるとのことですが、前回の和牛能力共進会の

肉牛部門でも、内閣総理大臣賞を受賞した実績

がある宮崎県であります。多くの農家や団体、

行政が実績をつくってきた和牛肥育の取り組み

を、しっかり高校生に伝えていくべきであると

考えます。

そこで、和牛甲子園の参加について、今後の

見通しを教育長に再度お伺いいたします。

和牛甲子園は、肥育○教育長（日隈俊郎君）

技術と生産意欲の向上、及び将来の畜産業の後

継者・担い手育成を目的としておりまして、日

ごろの実習の取り組みと、肉質分野の評価を競
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う大会であります。

議員御指摘のとおり、後継者育成の観点か

ら、肥育の農場学習も大切であると考えますの

で、大会の参加に向けて、今後チャレンジして

いきたいと思います。なお、参加させる肥育牛

につきましては、育成から肥育までに約30カ月

を要しますので、毎年１月に開催される和牛甲

子園に参加するためには、大会期日に合わせた

肥育期間の確保が必要となります。

したがいまして、県教育委員会といたしまし

ては、畜産科を有する高鍋農業、都城農業２校

において、令和３年度の大会への参加を目標

に、関係機関の協力を得ながら、準備を進めて

まいりたいと考えております。

教育長は、令和３年に向けて○山下 寿議員

計画をしたいということでございます。どうぞ

よろしくお願いしたいと思います。参加に向け

ては、いろいろと課題もあろうかと考えます

が、ぜひ実現をさせていただきたいと思いま

す。

そして、この和牛甲子園の参加に向けては、

教育委員会と農政水産部が連携して取り組んで

いくべきと考えますが、農政水産部長の考え方

をお伺いいたします。

農業高校の全○農政水産部長（坊薗正恒君）

国レベルの共進会への参加につきましては、教

育委員会との連携によりまして、繁殖牛部門に

おいて、全国和牛能力共進会に出品し、すばら

しい成績をおさめたことで、全国に本県高校生

の力強さを発信することができたと考えており

ます。

今回、和牛甲子園の参加に向けて取り組まれ

るということは、本県の宮崎牛づくりを支える

人材育成にも大きく貢献するものと考えており

ます。

このため、農政水産部といたしましても、県

共進会等を肥育に関する学習の機会として活用

するとともに、関係団体と飼養管理などの技術

指導を行うことで、和牛甲子園という高校生の

新たなチャレンジを最大限サポートしていきた

いと考えております。

年に１回開催されるこの大会○山下 寿議員

の狙いは、高校の、高校球児ならぬ高校牛児た

ちに、大会に出るという具体的な目標を持た

せ、やりがいを感じてもらい、ぜひ将来の担い

手になってもらいたいという願いが込められて

おります。

ですから、まずはこの和牛甲子園への参加を

実現させていただきたいと思います。将来的に

は、県内の農業高校を対象にした本県独自の共

励会も夢ではないと思います。

また、農業高校の生徒たちは、畜産農家の子

供たちだけではありません。高校に入学して、

たまたま和牛に出会った生徒も少なくありませ

ん。そのような生徒たちにも、和牛甲子園を

きっかけに、牛飼いの楽しさ、そして牛飼いへ

の興味と情熱を持っていただけたら幸いです。

ぜひそうなるように願っています。

以上、これからの宮崎牛づくりを担う若い力

に期待を込めて、次の質問に移らせていただき

ます。

日米貿易協定後の農家対策についてお伺いい

たします。

ＴＰＰ11に始まり、日ＥＵ・ＥＰＡに続く協

定、日本にとって一番身近なアメリカとの日米

貿易協定が、10月８日に署名が行われ、来年１

月に発効するようです。

政府の試算によると、2018年度のＧＤＰ水準

で換算すると約４兆円に相当し、約28万人の雇

用が増加すると言われています。
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一方、農業生産の影響試算では、最大1,100億

円が減少し、国内牛肉は最大で474億円、乳製品

は246億円、豚肉は217億円が減少すると発表し

ました。

日米貿易協定後の発効が見込まれる中、農家

の不安を払拭するために、県としてどのような

姿勢で取り組んでいくのか、知事にお伺いいた

します。

日米貿易協定は、来年○知事（河野俊嗣君）

１月の発効に向けて、国会での審議が行われて

おります。今御指摘がありましたようなＴＰ

Ｐ11、日ＥＵ・ＥＰＡに続く協定の発効により

まして、国際的な競争はますます激しくなって

いくものと考えられます。

これらの経済連携協定は、関税引き下げなど

によりまして輸出の拡大等が期待される一方

で、本県の基幹産業である農林水産業を初め、

幅広い関連産業等への大きな影響も懸念される

ところであります。

このため国に対しまして、これまでも機会あ

るごとに、関係者への十分な情報提供と丁寧な

説明や、協定発効後の影響の継続的な検証、そ

して、万全な対策の実施と本県への重点配分な

どにつきまして、県議会、関係団体とも連携し

て要望を行ってきているところであります。今

月15日にも、私が農林水産省を訪問して、緊急

要請を行ったところであります。

県としましては、これらの経済連携協定によ

りますプラスの効果を最大限に発揮するととも

に、マイナスの影響を最小限にとどめるよう、

農林水産業の成長産業化に向けて、今後とも

しっかりと取り組んでまいります。

農政水産部長にお伺いしま○山下 寿議員

す。

政府は、数千億円規模の補正を考えているよ

うでございます。また、農産物輸出促進法が成

立し、手続も簡素化し、対応するようでござい

ます。日米貿易協定にかかわる農家対策につい

てどのように対応されるか、お聞かせくださ

い。

日米貿易協定○農政水産部長（坊薗正恒君）

を初め、ＴＰＰ11等に対する農家対策につきま

しては、国が、「総合的なＴＰＰ等関連政策大

綱」の改定と、それに合わせて補正予算を編成

するとの情報がございます。

県としましては、そのような国の動向等も踏

まえながら、引き続き、「宮崎県ＴＰＰ対応基

本方針」に基づきまして、セーフティーネット

の強化や生産体制の構築、輸出体制の強化な

ど、本県農業の構造改革に向け、今後とも取り

組んでまいります。

特に、生産基盤の強化は大変重要であります

ことから、畜産クラスター事業や産地パワー

アップ事業等を活用した施設等の整備、省力化

や生産性向上等につながるスマート農業の推

進、農地の担い手への集積や大区画に向けた圃

場整備などの対策を積極的に推進してまいりま

す。

県といたしましては、国際化の大きな流れに

あっても、生産者が安心して経営に取り組んで

いけるよう、本県農畜産業の競争力強化に、今

後ともしっかりと取り組んでまいります。

今、知事からも答弁をいただ○山下 寿議員

きました。農政水産部長も担当しているわけで

ございますが、しっかり対応していただきたい

と思います。

特に、宮崎から江藤拓農林水産大臣が誕生し

たわけですから、積極的に要望していただき、

宮崎の農業を支えていただきますよう、お願い

をしておきます。
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次に、県内の高齢化対策についてお伺いいた

します。

県内の高齢化に対する取り組みでございます

が、こうなることはわかってはおりましたが、

とうとう来たかと心配するところであります。

本県の総人口に占める高齢化率は32.2％、一

番低いところで三股町の27.8％、最高は美郷町

の51.8％で、40％を超える自治体が10市町村あ

ります。

今後ますます高齢化が進展することを想定す

る中で、県としてどのような取り組みを行って

いくのか、福祉保健部長にお伺いいたします。

本県の高齢化○福祉保健部長（渡辺善敬君）

率は、本年は32.2％、2025年には35.0％に達し

まして、３人に１人は65歳以上の高齢者になる

と推計されております。

今後ますます高齢化が進んでいく中で、いか

に地域社会の活力を維持し、高めていくかが重

要な課題となっております。

県といたしましては、高齢者自身が地域社会

の活力を維持・増進する担い手として生き生き

と活躍できるよう、老人クラブの活動や宮崎ね

んりんピック等の支援を行っております。

さらに、医療、介護、介護予防、生活支援、

住まいが一体的に提供される地域包括ケアシス

テムの深化・推進に取り組む市町村を支援する

ことによりまして、高齢者の方々が、住みなれ

た地域で安心して自分らしく暮らし続けられる

社会づくりを進めてまいりたいと考えておりま

す。

高齢化がますます進んでいき○山下 寿議員

ます。人口減少対策を一生懸命今やっているわ

けですけれども、若い世代に負担が多くかかる

ようになります。若い世代に少しでも負担がか

からないように、いろいろな対策を講じていた

だき、若い世代の負担が減少するような政策を

ぜひ進めていただきたいと要望しておきたいと

思います。

次に、人口減少を可能性に変える地方創生と

いうことでお聞きしたいと思いますが、実は

私、先日、自治振興セミナーを埼玉県さいたま

市で受講してまいりました。すばらしいセミ

ナーであったと思います。

昭和30年に５つの村が合併し、人口２万人の

町が生まれております。しかし、その町も過疎

が非常に進みまして、人口減少を受け入れ、数

ではなく過疎の中身を改善すると、外部から若

者やクリエイティブな人材を誘致することに

よって、人口減少の健全化を図るとともに、Ｉ

ＣＴインフラ等を活用し、多様な働き方を実現

できるビジネスの場として価値を高めることに

よって、農林業のみに頼らない、均衡のとれた

持続可能な地域を目指すということで、地方創

生をやっております。

四国の徳島県の山の中の町だと思いますが、

徳島県神山町、人口5,300人の地方創生の取り組

みについて聞きますと、この地方創生のやり方

は、非常に全国でも有名とお聞きしておりま

す。恐らく知事も、このことはよく御承知かと

思いますが、こういうまちづくりについて、知

事はどうお考えか、所見をお伺いしたいと思い

ます。

今御指摘がありました○知事（河野俊嗣君）

徳島県神山町におかれましては、首都圏のＩＣ

Ｔベンチャー企業等の誘致を地域活性化の起爆

剤にするという方針のもとで、県との連携のも

と、高速ブロードバンド環境の整備や、サテラ

イトオフィスの開設・運営費用に対する支援等

を行い、移住者の増加や地元雇用の創出につな

がったものであります。
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この事例では、熱意ある地元のＮＰＯ法人と

自治体が連携をしながら、移住者の住居の確保

など、さまざまな課題を解決してきた点が特徴

的であると考えております。

人口減少の状況や課題は、地域ごとに異なっ

ております。神山町のように、それぞれの実情

に合わせて、また強みを生かして、移住・定住

の促進や若者の県内定着等に取り組んでいくこ

とが重要であると考えております。

本県におきましても、日南市や宮崎市では、

ＩＴ企業の立地などが進んでおる例もございま

すし、サーフィンやロッククライミングが移住

に結びついているような例もございます。

今後とも、県が市町村と連携をして、各市町

村の実情に応じた対策の検討やその具体化に向

けて、県外の若者に情報を届ける仕組みづくり

や、中山間地域における第１次産業に就業しや

すい仕組みづくりなど、人口減少対策を初めと

する地方創生の取り組みを鋭意進めてまいりま

す。

人口が減少することに妥協す○山下 寿議員

るわけではございませんけれども、今、知事か

らもお話がありましたように、いろいろな形

で、県民が生きがいを持って暮らせるような地

方創生をつくっていただきますように、要望を

しておきます。

次に、太陽光及び風力発電施設についてお伺

いします。

再生可能エネルギーの固定価格買取制度、通

称ＦＩＴ制度開始後に、林地開発許可を行った

太陽光及び風力発電施設の箇所と面積につい

て、環境森林部長にお伺いいたします。

いわゆるＦＩ○環境森林部長（佐野詔藏君）

Ｔ制度は、平成24年７月１日から運用が開始さ

れておりますが、本年10月末までに林地開発許

可を行いました施設は、太陽光発電施設が、宮

崎市や国富町など９市10町の46カ所で、林地開

発に係る許可面積は、合計で約519ヘクタールと

なっております。

また、風力発電施設が、同様に串間市と五ヶ

瀬町の２カ所で、約20ヘクタールとなっており

ます。

実は私、バイオマス発電を○山下 寿議員

行っているわけですが、皆さんから、山がはげ

山になるといって、非常にいろいろと意見があ

るわけでございます。切った山には再造林を

行って、ちゃんと木を植えていくわけでござい

ますが、今話がありました539ヘクタールの元山

林は、最低でも20年間は山に復元することはあ

りません。ＦＩＴ制度で開発された山林は、意

外と場所もなだらかな山で、杉生産日本一を誇

る宮崎県としては、非常に残念な状況ではない

かなと思うところでございます。

太陽光発電施設について、もう一度お伺いし

ますが、最初の買い取り価格が42円と高い価格

が設定され、利益率が高く、海外からの投資家

が殺到し、県内にも外資系のメガソーラーが幾

つもあるようですが、国のＦＩＴ制度終了後、

放置されるようなことになると、大変なことに

なります。パネルには有害物質が含まれるとお

聞きしております。

今後、増加が見込まれる太陽光パネルの処理

についてどのように対応されるのか、環境森林

部長にお伺いいたします。

議員御指摘の○環境森林部長（佐野詔藏君）

とおり太陽光パネルには、一部鉛等を含んだも

のや、感電等の危険もありますことから、中央

環境審議会などにおいて、リユース・リサイク

ルを前提にした最終処分までの適正処理につい

て検討がなされ、国から平成30年にガイドライ
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ンが示されたところであります。

県では、国のガイドラインに基づいた適正処

理の徹底を、関係団体や市町村を通じまして、

産業廃棄物処理業者を中心に、幅広く周知・指

導しているところであり、不法投棄などの不適

正処理が発生しないよう、廃棄物監視員による

監視指導も実施しているところであります。

今後とも国や市町村と連携し、大量廃棄に備

え、適正な処理が確保されるよう努めてまいり

たいと考えております。

特に慎重に対応していただき○山下 寿議員

たいと思うのが、先ほども申し上げましたとお

り、外資系の資本が大分設備をつくっておりま

す。そういう発電設備につきましては、慎重

に、万全を期して対応していただきますように

要望しておきたいと思います。

次に、宮崎県の医師確保についてお伺いしま

す。

宮崎県は、以前から県内の医師不足に悩み、

いろいろと対策をとられてきたようでございま

す。高齢化は急激に進行、医師を必要とする人

口は今以上に拡大するわけでございます。

宮崎大学医学部に県内枠及び地域特別推薦枠

がつくられ、医師確保に努められているようで

すが、その実績と実態、そして今後の対策につ

いて、福祉保健部長にお伺いいたします。

平成31年４月○福祉保健部長（渡辺善敬君）

現在で、宮崎大学医学部地域枠及び地域特別枠

推薦で入学し、医師となった105名のうち、県内

で勤務する医師は79名、県外で勤務する医師

は26名となっております。

県といたしましては、地域枠等医師の県外流

出防止に向けて、出願時の面接と誓約書により

意思確認を行うとともに、今年度からは、新た

に宮崎大学医学部に配置した医師２名による働

きかけを強化するなど、取り組んでいるところ

であります。

また、今年度、医師のキャリア形成プログラ

ムを策定することとしております。これは、医

師免許取得後、原則９年間、県内で勤務するこ

と、研修、勤務先の医療機関を定めること、そ

の過程を通じて、医師としての能力の開発及び

向上を図ることなどを内容とするものでありま

して、来年度から臨床研修を開始する地域枠等

医師から、このプログラムを適用することとし

ております。

今後とも宮崎大学医学部、県医師会及び関係

医療機関等と連携して、地域枠等医師の県外流

出防止に向けて、全力で取り組んでまいりま

す。

県立病院も新しくなるわけで○山下 寿議員

ございます。医師の必要性は格段と高まってま

いるわけでございます。せっかくの取り組みで

ございますので、どうか大切にしていただきま

して、１人でも多くの医師確保ができますよう

に、要望をしておきたいと思います。

それでは、以上で私の一般質問を終わりま

す。ありがとうございました。（拍手）

次は、田口雄二議員。○丸山裕次郎議長

〔登壇〕（拍手） 皆さん、お○田口雄二議員

はようございます。県民連合宮崎の田口雄二で

す。本年最後の一般質問の機会をいただきまし

た。ありがとうございます。本日は11月29日、

いい服の日です。またしても同僚の髙橋議員に

教えていただきました。ブランド物でもなく、

高額でもありませんが、お気に入りのスーツを

着てまいりました。どうぞよろしくお願いいた

します。

さて、紅葉がすばらしい季節を迎えました。

しかし、永田町では桜が満開なのか、連日桜の
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話題が報道されていますが、本年を振り返って

みますと、全国的に災害が発生し、今までとは

規模が違う広域にわたる深刻な被害が連続しま

した。延岡市でも台風17号による竜巻が発生

し、住宅や農業用ハウスに大きな被害が生じま

した。

ＪＲの赤い特急列車が横転した平成18年の竜

巻被害がまだ記憶に残る中、復旧に向けて立ち

上がっているときの10月９日、うれしいニュー

スが飛び込んでまいりました。吉野彰さん

が2019年のノーベル化学賞を受賞することが公

表されました。スマートフォンやパソコン等に

広く使われているリチウムイオン電池を開発

し、私たちの生活に大きな革命を起こしてくれ

た貢献が認められたものです。

そして、このリチウムイオン電池の開発に延

岡の地が大きく関係しており、吉野氏自身が、

「リチウムイオン電池の半分は延岡から誕生し

た」と話しております。延岡で開発、研究して

いたカーボン繊維が電池の負極素材の発見の発

端となり、また商品化に向けて安全性を証明し

たのが、同じく延岡市内の東海工場です。

この工場は以前、ダイナマイト工場と呼ばれ

ていたこともあるダイナマイト製造工場でもあ

り、安全性を確認する爆発実験をする施設も有

しております。

ノーベル賞をつくったのは、ダイナマイトを

発明し巨万の富を得た、アルフレッド・ノーベ

ルです。しかし、本来の目的とは違う戦争に使

われるようになり、「死の商人」と呼ばれ、心

を痛め、人類のために大きく貢献した人に授与

するためにノーベル賞は創設されました。伝統

と権威ある最高の賞としてたたえられていま

す。

吉野さんは、ダイナマイト爆発実験場で最終

的な実験を済ませ、今回のリチウムイオン電池

の商品化に至り、今回の受賞につながりまし

た。今回の受賞には不思議な縁を感じます。

ちなみに私が生まれたのは、この工場に隣接

する地域で、ダイナマイト爆発実験の音を聞き

ながら育ちました。毎年、延岡市教育委員会の

講師派遣事業で、市内の中学生がこの工場に見

学、研修にまいります。この中から、いずれ社

会に大きく貢献する人物が育ってほしいもので

す。

それでは質問に入ります。まず、知事の政治

姿勢についてお伺いします。

県より６月に、平成28年度の「県民経済計

算」が公表されました。この数値を見ています

と、意外な思いがいたしました。11年前からの

統計になりますが、この間、口蹄疫の後遺症や

大幅な人口減少、深刻な人手不足等々、マイナ

ス要因しかないように思っていたのに、県民１

人当たりの平均所得は240万7,000円で、全国平

均の308万7,000円には大きな開きがあるとはい

え、過去11年間で最高になっております。

県民所得には、雇用者報酬のほかに財産所得

や企業所得も含まれており、個人の所得をあら

わすものではありませんが、県民にその実感が

あるのかは疑問ですが、驚きの数値です。県内

総生産は名目で３兆6,840億円、経済成長率は前

年で1.8％増、物価変動の影響を除き推計した実

質経済成長率も0.8％増となり、２年連続のプラ

ス成長となっています。

そこで、１人当たりの県民所得が伸びている

ことについて、知事の感想を伺います。

次に、厚生労働省が９月に、再編・統合の議

論が特に必要として、424の公立・公的病院リス

トが公表され、大きな波紋、そして反発を呼ん

でいます。
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本年２月には、厚労省は医師少数県を公表

し、九州で唯一本県が選定されました。医師数

は全国平均に近いのですが、医師偏在指標に基

づいて、本県が医師少数県と判断されたもので

す。その医師少数県に選定しておきながら、本

県の７つの病院を再編・統合の対象として選定

しています。政府は2025年までに、規模縮小も

含めた再編・統合を終える計画です。日本は、

先進国の中で人口当たりの病床数も多く、不要

な長期入院を招いている。病床数を減らしなが

ら、診療報酬の高い急性期病床をリハビリ用病

床に置きかえていけば、長期入院も医療費膨張

も抑えられる。さらに、分散する病床を集約し

て当直体制等を厚くすれば、勤務医の過重労働

や地方の医師不足も改善できるともくろんでい

るようです。そこで、全体の６割が赤字で、自

治体の一般会計から多額の支援を受ける公的病

院がターゲットになったようです。

しかし、中山間地を多く抱える本県におい

て、地域の病院が統合されるのは死活問題で

す。今回の厚労省の再編・統合の議論が必要と

する病院名公表に関して、知事はどうお考え

か、お伺いいたします。

以上で壇上からの質問を終わります。（拍

手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。１人当たりの県民所得についてでありま

す。

県民経済計算における県民所得を見ますと、

雇用者報酬はおおむね横ばいで推移をしており

ますが、企業所得がふえていることにより、全

体額としては毎年度伸びている状況にありまし

て、こうしたことを背景に、１人当たり県民所

得も近年増加傾向にあります。議員から御指摘

がありましたが、きょう11月29日はいい肉の日

でもあります。１人当たりの肉の消費量もふえ

るのではないかと期待をしておるところであり

ます。

県におきましては、これまでも、県民所得の向

上には企業の稼ぐ力を高めることが重要である

という考え方のもとに、フードビジネスを初め

とする成長産業の振興や中核企業の育成等に加

え、各産業分野におけるスマート化など、企業

や産業の収益力向上に努めるとともに、給与等

の処遇改善を産業界に呼びかけているところで

あります。

今後とも、本県の特性を生かしながら、地域

経済の拡大と循環に努め、人口が減少する中に

あっても県民所得の向上が図られるよう、取り

組みを強化してまいりたいと考えております。

次に、国の公立・公的病院名の公表について

であります。

今回の発表につきまして、本県では７病院が

対象とされましたが、いずれも政策医療や地域

唯一の病院として、機能的・地域的に重要な役

割を果たしている医療機関であります。国の発

表は、一部の診療実績をもとにした分析手法で

あること、病院名の公表が急であったことなど

から、住民に不安を与えかねず、国において

は、地域の実情を踏まえた、より丁寧な対応が

必要であると考えております。私としまして

も、全国知事会を通じて国へ働きかけるととも

に、本県の実情について国に訴えてきたところ

であります。

今後とも、県民が安心して適切な医療が受け

られる体制の確保に向け、地域の実情も踏ま

え、各対象病院や地域医療構想調整会議の協議

等における地域の意向を十分に尊重しながら、

県としても必要な支援、協力を行ってまいりま

す。以上であります。〔降壇〕
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ありがとうございます。○田口雄二議員

東京商工リサーチ福岡支社は、2018年度の単

体売上高が100億円を超えた本県の企業が、前年

より５社増加し、29社になったと発表していま

す。好調な自動車や建設・不動産の業種で業績

がアップしており、10年ぶりの高水準となった

ようです。

ただ、今後、米中貿易摩擦や日韓の関係悪化

など、マイナス要因があるのは心配です。県民

所得は、先ほども申しましたように、雇用者報

酬のほかに、財産所得や企業所得も含まれてお

り、純粋に個人の所得をあらわすものではあり

ませんが、地域経済が活性化するよう、引き続

き御尽力をよろしくお願いいたします。

公立病院の再編ですが、中山間地は民間病院

も少なく、少々効率が悪くても、地域住民の命

を預かる大きな責任を持ちながら、少ない医療

スタッフで地域医療を支えています。逆にそう

いう病院にこそ手厚い財政援助をしてほしいも

のですが、全国知事会としてはどのように取り

組んでいるのか、知事にお伺いします。

国の発表が、９月26日○知事（河野俊嗣君）

でありました。これを受けて、全国知事会では

翌日、「全国一律の基準による分析のみで病院

名を公表したことは、地域の個別事情を無視す

るもので、公平な視点とは言いがたい」とする

コメントを発表しまして、その後設けられまし

た、全国知事会を含む地方３団体と厚生労働省

及び総務省によります「地域医療に関する国と

地方の協議の場」の中で、知事会としての意見

を伝えてきたところであります。

第２回の協議の場におきましては、全国知事

会から、公立・公的病院、民間病院の別なく思

い切った国費による財政支援や、地域の実情に

応じた実質的かつ効果的な医師偏在是正対策の

実施など、６項目を求める意見書を国へ提出し

たところであります。

今後とも、持続可能な地域医療体制の確保に

向けて、全国知事会と連携を図りながら、国へ

強く働きかけてまいります。

この公立病院の再編に関しま○田口雄二議員

しては、事前に国からの相談は全くなかったと

聞いております。２月の医師少数県を公表した

際も唐突だったと伺っております。これまで

も、国の指示に従い医療体制を整えてきたの

に、地方の声を聞くことなく、いきなり既成事

実をつくって進めていくやり方は、腹立たしい

ところがあります。地域の反発は大きいのです

が、県は2015年度から、県内の７構想区域で地

域医療構想調整会議を開催し、将来の必要病床

数や地域医療構想について協議中ですが、この

７病院は今後どう位置づけられるのか、今回の

国の方針を参考にして協議が進められるのか、

福祉保健部長にお伺いします。

地域医療構想○福祉保健部長（渡辺善敬君）

につきましては、現在、各地域の調整会議にお

きまして、昨年度、各医療機関が作成した将来

方針をもとに、2025年に向けた医療提供体制を

構築していくための具体的な協議が進められて

おります。

御質問の７病院につきましては、今後、国か

らの通知を受け、県からも対象病院へ将来方針

の再検証を要請することを経まして、各地域の

調整会議で協議が進められてまいります。

この協議に当たっては、現在、それぞれの病

院が、政策医療や地域唯一の病院として、機能

的・地域的重要な役割を果たしていることを踏

まえつつ、国が発表したデータのみならず、地

域独自のデータも参考にしながら、地域の意向

を十分に尊重して、協議が進められていくもの
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と考えております。

中山間地では、少ない医療ス○田口雄二議員

タッフで地域医療を支えています。地域の実情

を把握しての検討をよろしくお願いいたしま

す。

次に、人材確保対策のプロフェッショナル人

材戦略拠点について伺います。

販路開拓、新事業の立ち上げ、生産性の向

上、経営管理、事業承継等々の専門的技能と知

識を持つ人材を県内企業に呼び込む活動を平

成28年１月からスタートしており、国と県の事

業になります。東京以外の各都道府県につくら

れましたが、その後、沖縄県は撤退したようで

す。東京と沖縄県以外の都道府県に設置され、

人材不足が叫ばれる中、まさに県内の企業が求

めるプロの人材をこの宮崎県に連れてくること

は、至難のわざではないかと思います。拠点の

設置以来、間もなく４年を迎えようとしていま

すが、プロフェッショナル人材戦略拠点の運営

体制及び成約実績について、商工観光労働部長

にお伺いします。

プロ○商工観光労働部長（井手義哉君）

フェッショナル人材戦略拠点は、県内企業が経

営課題を解決し、成長を目指す上で必要として

いる、専門的な知識や経験を持つ人材を採用す

るための支援を行っております。

本県では、平成28年１月に拠点を設置し、当

初は県直営で運営しておりましたが、平成30年

度からは、中小企業診断士協会へ全面的に業務

を委託する体制とした結果、企業への訪問面談

件数がふえ、経営課題の分析や助言等を、より

きめ細かに行うことができるようになりまし

た。

こうしたことから、拠点立ち上げから平成29

年度までは、事業周知のためのいわば種まきの

期間だったこともありますが、成約実績は合計

で14名でした。しかしながら、平成30年度は28

名、今年度は10月末までに36名と、順調に実績

を伸ばしております。

平成30年には体制も強化さ○田口雄二議員

れ、成約実績は順調に推移し、今年度の目標

は20名であったのに、10月末で既に36名と、貴

重な専門家の実績が上がっています。このまま

いけば、今年度中には50名近くになるのではな

いかと、大変楽しみにしております。

次に、これまで成約に至ったプロフェッショ

ナル人材の年代別、職種別、地域別の傾向につ

いて、商工観光労働部長にお伺いします。

プロ人材○商工観光労働部長（井手義哉君）

の成約実績は、ことし10月末現在で累計78名と

なっております。

年代別の傾向を見ますと、40歳未満が41名と

全体の約半数以上を占めており、比較的若い世

代が多くなっております。

次に、職種別では、「製造管理・開発職」

が26名で全体の約33％と最も多く、次いで「営

業職」が22名で全体の約28％となっており、そ

の２つの職種が半数以上を占めております。

さらに、地域別では、宮崎市が37名で全体の

約47％、延岡市が16名で全体の約21％などと

なっており、企業数が多い市に集中している傾

向があります。

私は、漠然と本県出身者が都○田口雄二議員

会でキャリアを重ね、定年を迎え、第二の人生

をふるさと宮崎で恩返しをしたいというパター

ンなのかと思っていましたが、40歳以下が半数

以上とは、大変驚きです。新天地でやりがいを

感じるような仕事をしていただき、いつまでも

大きな戦力でいてほしいものです。

宮崎市と延岡市で53名と約７割になっていま
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す。複数採用に至った積極的な企業もあるよう

ですし、現在外国人の内定者もいらっしゃるよ

うで、本県グローバル化にも大きく貢献してい

ただければと思っております。

では次に、これまでの成約実績における本県

の特徴について、商工観光労働部長に伺いま

す。

本県の特○商工観光労働部長（井手義哉君）

徴といたしましては、成約実績78名のうち半数

以上の40名が、県外から県内へ採用された、い

わゆるＵＩＪターンによるものであり、全国平

均の約４割に比べると、比較的高い割合となっ

ております。

また、プロ人材受け入れ企業のうち、情報通

信業の占める割合が15％と、全国の６％に比べ

て２倍以上となっております。

なお、その情報通信業に採用されたプロ人材

の約７割が40歳未満のＩＴ技術者等であり、年

代別で若い世代の採用比率が高い要因となって

おります。

さらに、海外勤務経験を持つプロ人材が６名

おり、国際的な営業を専門とする人材の採用が

多いことも特徴であります。

若い方が多く、また半数以上○田口雄二議員

が県外から採用されており、家族連れで本県に

来ていただいた方もおり、移住により人口減少

対策にも貢献いただいているようです。

海外勤務経験を持つプロ人材が６名、本県の

農産物の東アジア戦略等にも大きな力になって

くれるかもしれません。海外で築いた人脈にも

期待したいものです。

今回、プロフェッショナル人材戦略拠点につ

いて何点か伺いましたが、思っていた以上に順

調に実績を上げていることを、大変頼もしく感

じたところであります。本県の力強い前進にぜ

ひとも貢献してくれるものと期待いたしまし

て、この件の質問を終了いたします。

次に、県立延岡病院に関連して伺います。

ここ数年で、県北の医療の拠点となる延岡病

院の体制は大きく前進いたしました。ドクター

ヘリが発着できる救命救急センターの設置、ド

クターカーの導入、新たに呼吸器センターと心

臓脳血管センターの設置、医師を初め医療ス

タッフの増員等々です。研修医には敬遠されて

きましたが、２年連続で複数の研修医が来てお

り、来年度のマッチングも２名になり、研修医

の行きたい病院になりつつあるのかと、期待を

しているところであります。そこで、新たに導

入された何点かについてお伺いをいたします。

まず、ドクターカーに関連してですが、救急

医療では「15分ルール」というものがあり、救

急患者に15分以内に医者の適切な処置ができれ

ば、その後の経過に大きな影響が出ると言われ

ております。ドクターヘリが導入されたことは

大変ありがたいのですが、ヘリの拠点から県北

部は遠く、30分近くかかり、15分ルールには遠

く及ばない状況です。本県のように南北に長い

県は、ヘリの２機体制が理想なのですが、現時

点では財政的にも厳しい状況です。

そこで、昨年度から延岡市消防本部と連携

で、ドクターカーがスタートしました。２年目

に入り、実績はどうなっているのか気になると

ころです。県立宮崎病院と延岡病院のドクター

カーの出動件数を、病院局長にお伺いします。

県立宮崎病院のド○病院局長（桑山秀彦君）

クターカー出動件数は、昨年度が556件、今年度

は、10月末現在で285件となっております。

一方、県立延岡病院では、延岡市消防本部の

緊急車両を活用しておりますが、その出動件数

は、昨年度が31件、今年度は、10月末現在で28
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件となっております。

平日の昼間のみですが、宮崎○田口雄二議員

病院がこの10月末までに285件、延岡病院が28件

で10分の１です。宮崎地区では、夜間には宮崎

大学医学部附属病院の救命救急センターも平

成26年４月からドクターカーを出動させてお

り、出動件数はさらに多くなってまいります。

ドクターヘリが到着するのに時間を要する延

岡病院では、もう少し出動がふえなければなら

ないと思うのですが、せっかくつくった体制を

もっと活用していかなければなりません。県立

延岡病院が、宮崎病院と比べて出動件数が伸び

ていない要因を、病院局長にお伺いします。

現在、宮崎病院で○病院局長（桑山秀彦君）

は、医師等が現場に直接向かう乗用車型のドク

ターカーを院内に配置しまして、運用を行って

いるところでございます。

一方で、延岡病院では、延岡市消防本部から

出動した緊急車両が、延岡病院で医師等を同乗

させてから現場に向かう方式を採用しておりま

して、その活動範囲も、医師の到着時間がおお

むね30分以内となる延岡市内の地域とするな

ど、宮崎病院よりも限定された運用となってい

るところであります。

こうしたことから、延岡病院での出動件数が

少なくなっているものと考えているところであ

ります。

ドクターカーの出動の仕方が○田口雄二議員

宮崎と延岡では違うことが、一つの要因だと思

います。２段階で出動する延岡が現場到着に時

間を要するので、出動範囲が狭まるのではない

かと思います。県立宮崎病院と同様に、延岡病

院自体にドクターカーを導入する考えはない

か、病院局長に伺います。

延岡病院では、延○病院局長（桑山秀彦君）

岡市消防本部と月に１回程度、意見交換を行っ

ておりますけれども、その中で、病院といたし

ましては、さらに出動回数をふやしても差し支

えない旨を伝えるなど、効果的な運行体制に努

めているところでございます。

病院に専用車両を配置することになります

と、車両等の導入費用に加えまして、現在、宮

崎病院では、宮崎市消防局からの職員の派遣を

いただいておりますが、そうした人員体制の整

備も必要となってまいります。

ドクターカーは、救急患者の救命率の向上や

後遺症の軽減を図る上で非常に有効であります

ことから、今後とも地元市町村等と協議しなが

ら、検討を進めてまいりたいと考えておりま

す。

ドクターヘリに比べれば、は○田口雄二議員

るかに経費は少なくて済みます。そして何より

も、病院側がさらに出動回数をふやしても差し

支えないと言っていただいているようです。日

南病院も含めて、早急な導入の御検討をよろし

くお願いいたします。

次に、昨年、県立延岡病院に呼吸器センター

が開設されました。呼吸器内科と呼吸器外科が

連携し、肺がんを初めとした呼吸器領域の幅広

い疾患に対して、内科、外科の枠を超えた治療

ができる体制になりました。これまで専門医が

おらず、宮崎市や熊本などで行われていた呼吸

器疾患の手術が、延岡病院で行われるようにな

りました。呼吸器疾患に対して、内科と呼吸器

外科相互のバックアップで積極的な治療ができ

ることが、センター開設の大きなメリットとな

ります。

県立延岡病院の呼吸器センター設置による効

果について、病院局長に伺います。

延岡病院では、従○病院局長（桑山秀彦君）
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来より心臓血管センターや消化器センターな

ど、臓器別のセンター化を進めてまいりました

が、新たに呼吸器外科の医師が確保できました

ことから、昨年10月に呼吸器センターを開設し

たところであります。

センターでは、肺がんを初めとしました呼吸

器領域の幅広い疾患に対しまして、現在、内科

医４名、呼吸器外科医２名が中心となって、こ

れまで以上に連携して治療に当たっておりまし

て、迅速な診断と最適な治療が、一貫して切れ

目なく提供できるように努めております。

また、御質問にもありましたが、これまで宮

崎市や熊本県内の病院に紹介せざるを得なかっ

た患者の治療も行えるようになり、患者サービ

スにも大きく貢献しているところでございま

す。

今後とも、患者本位の質の高い医療の提供に

努めてまいりたいと考えております。

県外や遠くで手術等を受ける○田口雄二議員

ことなく地元でできるというのは、患者にとり

ましても、家族にとりましても負担が軽くなり

ます。設置に感謝申し上げます。

次に、心臓脳血管センターは、本年の３月26

日に竣工しました。私たちの大激戦の県議選の

告示３日前でございましたが、県議会議員全員

がその竣工式に参加したものでした。

新設されたカテーテル手術室の最新の医療機

器を見せていただきました。当時、専門の循環

器の専門医が６名もいるのに、カテーテル手術

室が１部屋しかなく、増設を要望していました

が、その願いがかない、感慨無量の思いがあり

ました。

４月の第４週から診療が開始されましたが、

延岡病院の心臓脳血管センターについて、稼働

状況を病院局長にお伺いします。

延岡病院の心臓脳○病院局長（桑山秀彦君）

血管センターにつきましては、ことし４月に、

まずは心臓カテーテル装置１台体制で稼働させ

たところでありますが、９月には、さらに１台

を導入して２台体制となり、格段の機能強化が

図られたところでございます。

今年度９月までの手術及び検査実績は546件と

なりまして、前年同期に比べ20件の増となって

おります。

また、２台体制となったことにより、緊急を

要する救急患者への対応もこれまで以上に迅速

となり、さらに長時間、あるいは、より難易度

の高い治療にも取り組めるようになったところ

でございます。

今後とも、県北地域における医療体制の充実

のために、期待される役割をしっかり果たして

まいりたいと考えております。

私の認識では、これまでの機○田口雄二議員

器と新規のカテーテル装置を併用するものとば

かり思っていました。しかし、９月にはさらに

新しい機器が導入されたと、今回の質問で知り

ました。医療スタッフも新しいカテーテル装置

のレベルの高さに喜んでいるとも伺いました。

これで、新しい装置がフル活動できる体制にな

りました。さらに血管の治療が前進することを

期待いたします。

次に、竜巻支援について伺います。

延岡市におきましては、９月22日の台風17号

の接近により竜巻が発生し、住宅に程度の差は

ありますが、523戸、農業用ハウス23棟が被災し

ました。竜巻は我が家のすぐ近くを通過してお

り、数は減りましたが、まだブルーシートが屋

根を覆っているところがあります。

また、テレビ等で何度も放映されました、大

きな被害を受けた農業用ハウスは、我が家から
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直線距離にして300メートルほどしか離れていな

いところです。

政府より激甚災害に指定されましたが、住宅

の多くが一部損壊で、全半壊の件数が要件を満

たしておらず、災害救助法の適用は見送られる

公算が高く、延岡市は独自の復興支援策を検討

しておりました。住宅と農業用ハウスの再建費

用補助をする予定で、私たち延岡の県議会議員

も同行させていただき、県の財政支援を求める

要望書を今月の５日に出させていただきまし

た。延岡市からの要望である竜巻による被災住

宅への支援について、県はどのように対応して

いただけるのか、県土整備部長に伺います。

台風17号に○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

よる竜巻で被災しました延岡市内の住宅の復旧

に対する支援につきましては、東日本を中心に

広範囲にわたって甚大な被害をもたらした台

風15号や19号による災害の復旧が進む中、17号

による被災者への支援が埋没しないよう、延岡

市と連携して国に要望してきたところでありま

す。

その結果、被災住宅の復旧に対する支援につ

きましては、一部損壊の被害を含め、耐震性の

向上に資する改修工事を行うものに対して、国

の交付金の活用が認められたところでありま

す。

これを受け、県としましては、市が交付金を

活用して支援する事業につきまして、地方負担

分の２分の１を負担するとしたところでありま

す。

被災住宅へ市が交付金を活用○田口雄二議員

して支援する事業に、県としても支援を決定し

ていただき、まことにありがとうございます。

それでは、農業用ハウスへの竜巻被害に対す

る県の支援策について、農政水産部長にお伺い

します。

農業用ハウス○農政水産部長（坊薗正恒君）

の竜巻被害につきましては、被災された農家３

戸に対しまして、被災直後から延岡市などと連

携して、再建方法について検討を進めてまいり

ました。その中で、国に対して要請しておりま

したハウス等の再建のための交付金が発動され

ることになり、農家からの早期に営農を再開し

たいとの要望を踏まえまして、当該交付金を活

用することになったところでございます。

また、県では、稲作等で被災しました農家も

含めて対応できる災害資金を発動するととも

に、農業改良普及センターに営農相談窓口を設

置し、交付金の申請手続の支援や栽培技術等の

指導も実施いたしております。

県としましては、引き続き関係機関と連携し

て、被災農家に寄り添い、経営再建に向けて

しっかりと支援してまいりたいと考えておりま

す。

国の交付金が活用されること○田口雄二議員

になり、県としてはソフトの面で対応というこ

とになるようです。手厚い支援をよろしくお願

いいたします。

昨年の西日本豪雨や本年10月の台風19号な

ど、地球温暖化の影響と思われる気象災害が相

次いでいます。

台風19号では、120地点で12時間降水量が観測

史上１位の記録を更新しました。台風が勢力を

落とさずに日本に接近するようになり、また１

時間に50ミリ以上の「バケツをひっくり返した

ような雨」の年間発生件数は、1976年以降、10

年当たり27.5回のペースで増加するなど、短時

間豪雨もふえています。本年の台風19号の災害

を見て、課題が新たに浮き彫りになってきまし

たが、現在の本県の災害対策状況を伺います。

- 87 -



令和元年11月29日(金)

近年の頻発○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

する甚大な被害を受け、県では、これまでの計

画的な河川整備に加え、重要インフラ緊急点検

で抽出されました、過去に浸水被害が発生した

箇所や、堤防決壊時における人命リスクの高い

箇所などについて、国土強靱化のための３か年

緊急対策として、県内158河川において、樹木伐

採や河道掘削、堤防強化等に取り組んでいると

ころであります。

しかしながら、台風19号の被害状況から、施

設の能力には限界があり、施設では防ぎ切れな

い大洪水は必ず発生することを前提としたソフ

ト対策の重要性を再認識したところでありま

す。

このため、国、県、市町村などで構成する大

規模氾濫等減災協議会を設置しており、タイム

ラインの構築やホットラインの実施、水位計や

カメラの設置等による切迫性のあるわかりやす

い河川情報の提供を行うなど、水害対策に取り

組んでいるところであります。

河床掘削は、地域の皆さんか○田口雄二議員

らの要望が多い項目です。防災・減災対策とし

て、2020年度までの３年間で、158河川の河床掘

削工事を予定しており、200万立方メートルの土

砂の搬出が予定されています。

宮崎市では、県総合運動公園の避難場所とし

ての膨大な盛り土が予定されていますが、他地

区においては、土砂の搬出先の確保が難航する

ことが予想されます。その対策にどのように取

り組んでいるのか、県土整備部長にお伺いしま

す。

河川掘削工○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

事により発生する残土につきましては、原則と

して、50キロメートルの範囲内の他の建設工事

へ搬出し、有効利用を図ることとしております

が、受け入れ時期などから調整が困難な場合

は、受け入れ可能な民有地へ搬出しているとこ

ろであります。

このような中、現在取り組んでいる３か年緊

急対策により、短期間に大量の残土が発生する

ことから、延岡地区におきましても、市の広報

紙や地元新聞紙などで公募を行うとともに、建

設業協会などへ搬出先の情報提供を依頼したと

ころであり、今年度までには、必要な搬出先は

おおむね確保できている状況にあります。

引き続き、来年度も大量の残土が発生する見

込みでありますので、整備効果を早期に発現さ

せるためにも、これまでの取り組みをより一層

強化し、搬出先の確保に努めてまいります。

搬出先の確保をよろしくお願○田口雄二議員

いいたします。

次に、今回の台風で、各地において堤防を越

水した濁流が堤防の外側を削り取り、堤防が決

壊する映像が多く流されました。堤防の外側

の、専門用語では裏のり、のり尻というらしい

ですが、そういう部分を強化しなければと指摘

する専門家もいました。私の記憶では、堤防が

決壊することは最近ではありませんが、本県に

おける堤防決壊は、近年ではいつどこで発生

し、どのような被害が出たのか、また、その対

策について、県土整備部長に伺います。

近年では、○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

平成17年の台風14号に伴う豪雨により、一ツ瀬

川支川の三財川において、越水により堤防が７

カ所、延長800メートルにわたって決壊をしてお

ります。

被害の状況につきましては、609戸の家屋の浸

水被害や、マンゴー栽培のビニールハウスが損

壊するなど、甚大な浸水被害が発生をしており

ます。
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これらの被害を受け、災害関連事業などで直

ちに被災箇所を復旧しており、平成19年度から

は、より安全度を高めるため、広域河川改修事

業に着手し、河道掘削等を進め、さらに３か年

緊急対策により、堤防の補強対策や樹木伐採、

河道掘削に取り組んでおり、効果の早期発現に

努めているところでございます。

平成17年の台風14号という○田口雄二議員

と、県全体が未曾有の大水害で大騒動の年でし

た。私自身も自宅が床上70センチまで浸水した

ときで大変な思いをしましたので、三財川の７

カ所、800メートルにわたる決壊の件は、西都の

皆さんには申しわけありませんが、記憶には

残っておりませんでした。堤防が決壊すると、

越水より流れ出る水量がはるかに多くなり、被

害も甚大になります。堤防の補強、河川改修、

よろしくお願いいたします。

今回の台風19号では、ダムの放流が各地で問

題提起されています。記録的な大雨で、関東甲

信越と東北地方にある６カ所のダムでは、満水

に達する前に放流する緊急放流に踏み切ってい

ます。下流では大規模な水害が起きる可能性が

あり、管理者は洪水調整機能を放棄することに

なると、苦渋の判断を迫られたようです。これ

らのダムでは、昨年の西日本豪雨の教訓として

提言された、利水用の最低限の貯水を含む事前

放流を行っておらず、運用をめぐる課題が浮か

び上がってきました。

そこで、治水ダムと利水ダムの放流方法につ

いて、県土整備部長に伺います。

治水ダム○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

は、洪水被害の防止を目的としたダムでござい

まして、日ごろから大雨に備えて水位を下げて

おり、大雨の際は、ダムへの流入量に対して、

少ない水量をダムから放流することで、ダムに

水をため込み、下流の洪水被害を防ぐことがで

きるダムでございます。

利水ダムは、農業用水の確保や発電等を目的

としたダムで、その目的ごとに必要な水を安定

的に利用できるように水をためており、洪水時

に水をためる容量を確保していないことから、

大雨の際は、ダムへの流入量と同じ水量をダム

から放流することとなります。

本県においては、台風が来る○田口雄二議員

前の事前放流はしたことがないとのことでし

た。我が家の前の祝子川の上流には治水ダムの

祝子ダムがあり、雨が強いときにサイレンを流

しながら放流するのが緊急放流かと思っており

ましたら、これは予備放流というそうでござい

まして、なかなか私たちにはその定義が難しい

ところです。

緊急放流とは、大雨の影響でダムの貯水量が

急増して決壊するのを防ぐため、満水になった

場合、流入量と同じ量を放流する措置のことで

す。あらかじめ放流できるのは、原則、国土交

通省の洪水調整のための治水分だけで、生活

用、農業用のための利水分の放流は、自治体や

民間事業所などの利水者との話し合いが必要に

なります。大量に放流し予想が外れると、ダム

の水が枯渇して、断水や農産物などに影響が出

るため、放流の合意形成は、ハードルがかなり

高くなります。

そこで、本県における緊急放流を実施するた

めの手続について、県土整備部長に伺います。

緊急放流○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

は、「異常洪水時防災操作」のことでございま

して、大雨が続き、ダムがため込むことができ

る容量を超えてしまうおそれがある場合に、ダ

ムから放流する水の量をダムへの流入量と同じ

量になるまで徐々に増加させ、ダムの水位を一
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定に保つための操作のことでございます。

緊急放流の実施手続につきましては、ダムご

とに定める操作規則に規定されており、緊急放

流が予測される場合には、ダムを所管する土木

事務所長が、あらかじめ県土整備部長の承認を

得て、放流を行うこととなっております。

難しい判断が求められるのは○田口雄二議員

十分わかりますが、災害を最小限に食いとめら

れますよう、よろしくお願いいたします。

次に、東九州自動車道について伺います。

一ツ葉有料道路が、県民との約束を二度も

破って有料が継続されるのは大変残念ですが、

東九州道路のトピックスが続いています。国富

スマートインターチェンジが開通し、また新富

町においては、スマートインターチェンジ設置

に向けた準備や検討が行われています。

そのような中、９月10日に突然、「高速道路

における安全・安心基本計画」が公表され、日

向―都農間の20キロ、高鍋―西都間の12キロ、

西都―宮崎西間の17キロメートルが、優先整備

区間として４車線化を進めると公表されまし

た。宮崎西―清武間は既に事業化が決定してい

ますので、有料区間では延岡―日向間と都農―

高鍋間などを残すのみとなりました。

暫定２車線区間における４車線化について、

優先整備区間が公表されましたが、国の選定方

法について、県土整備部長に伺います。

ことし９月○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

に国が優先整備区間を公表した、「高速道路に

おける安全・安心基本計画」におきましては、

時間信頼性の確保、そして事故防止、さらには

ネットワークの代替性確保の３つの観点から課

題の評価が行われております。

具体的には、時間信頼性の確保の観点では、

速度が低下する区間の延長、事故防止の観点で

は、死傷事故の発生件数、ネットワークの代替

性確保の観点では、通行どめの時間などを指標

とした課題の評価がなされ、各観点のいずれか

において、大きな課題を抱える区間が優先整備

区間として選定をされております。

なお、県内の優先整備区間につきましては、

いずれも事故防止の観点における課題が全国的

に見て大きかったことから、選定をされており

ます。

県としましては、県内暫定２車線区間が全線

４車線化されるよう、今後も引き続き、知事を

先頭に要望してまいりたいと考えております。

これまで九州中央３県議員連○田口雄二議員

盟で、国土交通省九州地方整備局やＮＥＸＣＯ

西日本に何度も要望活動に行ってまいりました

が、いつも色よい返事を聞いたことがありませ

んでした。今回の４車線化のニュースは、大変

ありがたいものでした。

ただ、残る区間の４車線化に、今後も要望活

動を続けていかなければなりません。引き続

き、よろしくお願いいたします。

次に、これまた何度も要望している、パーキ

ングエリアの設置の回答はまだ出ていません。

生理現象を我慢できずに路肩にとまっている人

を見かけますし、長時間高速道路を走行してい

ると、高速道路催眠現象という、眠っていない

のに眠っているような状態となることがあるよ

うで、休憩場所の設置が急がれます。

東九州自動車道における休憩施設の充実につ

いて、国などへの取り組み状況を、県土整備部

長に伺います。

東九州自動○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

車道の県内区間におきましては、まず、川南

パーキングエリアにおきまして、川南町が、隣

接する町有地に、高速道路側からも利用でき、
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物産販売や飲食コーナーも備えた施設を建設中

であり、来年の４月ごろオープン予定と伺って

おります。

次に、北川インターチェンジに隣接する道の

駅「北川はゆま」におきまして、国が新たな駐

車場を整備中であり、今後は、トイレの改修等

も行われる予定であります。

また、高速道路外の休憩施設等の活用も図る

ため、高速道路からの一時退出を可能とする実

験が、えびのを含む一部のインターチェンジに

おいて全国的に実施されておりますが、国にお

いて、その対象の拡大が検討されております。

県としましては、休憩施設の充実が図られま

すよう、国や西日本高速道路株式会社に対し、

引き続き要望してまいりたいと考えておりま

す。

現在のパーキングエリア、道○田口雄二議員

の駅が充実することも当然ありがたいのです

が、パーキングエリアの増設、トイレと自動販

売機だけでもいいので、安全対策からも必要で

す。今後の取り組みをよろしくお願いいたしま

す。

私は６月議会で、公営住宅の下見・内覧につ

いて伺いました。県北の指定管理者が抽せん会

で当選したにもかかわらず、一切住居の下見・

内覧をさせないことに不満を持った方の件を取

り上げ、今後の対応について伺いました。そし

て、県土整備部長より、よりよいサービスを提

供するため、入居される全ての方々が、住戸内

の写真を閲覧したり内覧を行うことができるよ

う、現在指定管理者と検討しているとの回答を

いただきました。

県営住宅の下見・内覧についてどのように改

善されたのか、また住戸を内覧された世帯数に

ついて、県土整備部長に伺います。

県営住宅の○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

住戸に関する情報を、入居を希望される方に

知っていただくことは重要であることから、指

定管理者との協議を行い、７月以降、内覧の取

り扱いについて改善を図っております。

具体的には、住戸内部の情報を提供していな

かった県北地区におきましても、指定管理者の

ホームページで掲載を始めたほか、県内の県営

住宅の申し込み説明会や抽せん会において、写

真帳などを用意し、来場者が閲覧できるように

したところであります。

また、住戸の内覧につきましては、申し込み

説明会等の際、希望される方全員に内覧をして

いただいております。

住戸を内覧された世帯数につきましては、運

用の改善以降、入居者募集において、244世帯の

応募者のうち、50世帯の方が内覧をしていただ

いたところであります。

今回、県内全域にわたって同○田口雄二議員

様のサービス向上になりました。早急に改善し

ていただき、まことにありがとうございます。

次に、2026年（令和８年）に開催予定の宮崎

国民スポーツ大会の施設整備について質問しま

す。

延岡市に建設が予定されている県体育館、延

岡市民は建設を大変楽しみにしています。現在

の延岡市民体育館は、夏には全国の実業団や大

学の日本柔道界のトップ選手が一同に集結し、

強化合宿が行われており、オリンピックのメダ

リストが多く生み出されております。全日本ク

ラスの選手の合宿のほかにも、県北での大会や

市民のレクリエーションなど、稼働率が大変高

い施設です。昨年の暮れには大相撲の地方巡業

も開催され、幕内力士の琴恵光も、元気な姿を

市民に披露してくれました。県内でも珍しい空
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調設備が整備された体育館ではありますが、老

朽化が顕著で、雨漏りなども発生し、建てかえ

か大型補修が言われておりましたので、完成を

待ちわびております。

そこで、県体育館の現在の進捗状況につい

て、総合政策部長に伺います。

県体育館の整○総合政策部長（渡邊浩司君）

備につきましては、平成30年度に基本計画を策

定しまして、現在、延岡市や競技団体と意見交

換を行いながら、基本設計を進めているところ

であります。

あわせて、延岡市との役割分担や国民スポー

ツ大会後の活用についての検討なども、関係機

関と十分に連携を図りながら進めているところ

であります。

今後も先行して供用を行うサブアリーナを令

和４年度中に、メーンアリーナを令和６年度中

に完成することを目指しまして、整備を着実に

進めてまいりたいと考えております。

国スポ大会の１年半ぐらい前○田口雄二議員

までには全てが完成するということで、本当に

ありがたく思っております。

ただ、今回は２つの体育館のどちらも県がつ

くりますが、この流れでいくと、サブアリーナ

は延岡市が、メーンアリーナは県が管理運営し

ていくのが自然な感じがするのですが、現在こ

の２つの体育館の所有、運営はどのように協議

されているのか、総合政策部長に伺います。

県体育館の所○総合政策部長（渡邊浩司君）

有や管理・運営につきましては、他県の共同整

備を行っている事例等も参考にしながら、現

在、延岡市とそのあり方の検討を行っていると

ころであります。

今後も引き続き、延岡市と連携を図りなが

ら、できるだけ早く方針を固めたいと考えてお

ります。

延岡市の建設費の負担もこれ○田口雄二議員

からの協議だと聞いております。十分協議しな

がら順調に建設が進むよう、よろしくお願いい

たします。

体育館についてもう一点伺います。

現在の市民体育館には武道等の練習場があり

ますが、新しい体育館ではどのようになってい

るのか、総合政策部長に伺います。

新たに整備す○総合政策部長（渡邊浩司君）

る県体育館につきましては、柔道場や剣道場と

して使用できる多目的室の設置を計画しており

ます。

現在、基本設計を行っているところであり、

この中では、多目的室の位置や広さなどについ

ても盛り込むこととしておりまして、延岡市や

競技団体の意見を伺いながら、検討を進めてま

いりたいと考えております。

これまでよりも大きく充実し○田口雄二議員

た施設になるように、心から期待をしておりま

す。よろしくお願いいたします。

次に伺います。

日本労働組合総連合、通称連合が労働者につ

いて、職場における服装や身だしなみに関する

規定について、「社内ルールにおける男女差に

関する調査2019」となるアンケート調査を実施

し、その結果が公表されました。約６割で決ま

りがあり、「男性はスーツ、ネクタイ着用」

「男性はピアスをしてはならない」「女性は化

粧をしなければならない」などの回答がありま

した。こうした決まりが就業規則で定められて

いるのは45.7％、服務規程の中で定められてい

るのが26.3％、決まりに従わなければ「何らか

の処分がある」というのが19.4％の回答です。

連合が服務規程に着目した背景には、日本の
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職場で女性にハイヒールやパンプスの着用義務

に抗議する社会運動「＃ＫｕＴｏｏ（クー

トゥー）」の動きがあるようです。性別によっ

て異なる服装の強要は、パワハラや性差別に当

たるとの指摘が出てきたことを受け、実態を把

握しようと考えたようです。

そこで、県庁職員には、職場での服装や身だ

しなみに関する規定は存在するのか、知事部局

の状況について、総務部長にお伺いします。

県職員につきまし○総務部長（武田宗仁君）

ては、常に全体の奉仕者であることを自覚し、

県民の立場に立った、親切で真心のこもった行

政サービスを提供するよう心がけることが必要

であり、また、県民の信頼を確保するために

は、高い倫理意識のもと、真摯な姿勢で職務に

邁進することが求められております。

そのため、知事部局の職員に対しましては、

服装や身だしなみに関する個別の規定は設けて

おりませんが、毎年度発出する服務通知におい

て、公務員としての品位の保持の徹底を図って

いるほか、夏季のクールビズ実施通知により、

相手方に不快感を与えないことを基本とし、適

切な服装を心がけるよう周知することなどに取

り組んでいるところであります。

最近のスポーツ選手や若者の○田口雄二議員

ファッション感覚のタトゥーや、ひげや髪の

毛、ピアス、ネックレス等々、以前とは身だし

なみ一つとっても時代の変化で大きく変わって

きました。職員本人に自覚はなくとも、その服

装や身だしなみにより、県民や周りの職員に不

快な印象を与えることになった場合はどのよう

に対応するのか、総務部長にお伺いします。

先ほど申し上げま○総務部長（武田宗仁君）

したとおり、職員が他の模範となるべき立場に

あることを強く自覚し、服務規律及び綱紀の保

持に努めるよう、周知をしているところであり

ますが、万が一職員が、その服装や身だしなみ

により、県民等に対して不快な印象を与えるこ

ととなった場合には、まずは所属において、当

該職員に対し、是正の指導を行うこととなりま

す。

時間が足りなくなると思って○田口雄二議員

少し早口になってしまいましたが、用意しまし

た質問は全て終了いたしました。きょうは11

月29日、いいスーツを着て、いい肉を食べに参

りたいと思っております。どうもありがとうご

ざいました。（拍手）

以上で午前の質問を終わり○丸山裕次郎議長

ます。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時41分休憩

午後１時０分開議

休憩前に引き続き会議を開○山下博三副議長

きます。

次は、有岡浩一議員。

〔登壇〕（拍手） 皆様、こん○有岡浩一議員

にちは。郷中の会の有岡です。先ほどニュース

がございました。中曽根康弘元首相が101歳で他

界されたということで、御冥福をお祈り申し上

げます。

それでは、通告に従いまして、質問をさせて

いただきます。

まず、知事の政治姿勢についてお伺いいたし

ます。

１年前の一般質問で、第２次世界大戦中、リ

トアニアで多くのユダヤ人などにビザを発給

し、避難民の救済に尽力された杉原千畝氏、ウ

ラジオストクから日本への渡航に尽力された、

本県出身の根井三郎氏、日本での滞在期間の延

令和元年11月29日(金)
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長や安全な国への渡航に尽力された小辻節三氏

を、命のバトンをつなぐ人々として紹介いたし

ました。

今回は、杉原千畝氏の功績の一端を知るため

に、先月、リトアニアのカウナスの杉原記念館

を訪問しました。百聞は一見にしかずです。か

つての日本領事館が、現在杉原資料館として、

当時の資料の展示や執務室の様子を再現されて

いました。

現地のスタッフの案内で、杉原氏の功績を伺

いました。杉原氏40歳のとき、1940年７月か

ら、救いを求めるユダヤ人たちに、本国の指示

に背いてまでビザの発給を決断し、リトアニア

を脱出する列車の中でまでビザを書き続

け、2,000枚を超えるビザを発行したと言われ、

第三国に渡ることができた人も6,000人を超える

とのことです。その子供たちを含めると、現在

３万人を超えているともありました。

リトアニアでは、2004年切手に杉原氏が描か

れたり、首都のヴィリニュスには杉原桜公園が

あります。しかし、45歳のとき、ブカレスト郊

外のゲンチャ捕虜収容所に連行され、２年後

の47歳のとき、日本に帰国後、外務省を依願退

職されています。実は、帰国前にリストラ対象

者とされていたようです。その後、職を転々と

し、75歳までモスクワで勤め上げ、帰国後、86

歳で鎌倉市にて永眠されました。その14年後の

生誕100年の2000年10月10日、外務省で、公式の

名誉回復が行われたそうです。

大きな葛藤に直面したときの行動こそ、人間

の本質があらわれると言われます。戦時下にあ

りながら、人の命を救う勇気を持った日本人、

命がけの決断をし、実行した杉原千畝氏の姿に

ついて、政治家として知事はどのような御所見

をお持ちか、お伺いいたします。

次に、本県における域際収支についてお伺い

いたします。

平成23年の移輸出移輸入を見ると、移輸出額

１兆5,451億円、移輸入額２兆1,183億円で、マ

イナス5,732億円となっております。現在もマイ

ナスとなっている中、今後、域際収支を改善す

るためどのような取り組みを行っていくのか、

知事にお伺いいたします。

以上、壇上からの質問を終わり、質問者席よ

り再質問を行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。まず、杉原千畝氏の評価についてでありま

す。

戦時中の大変困難な状況の中で、本省の命令

に異を唱え、多くのユダヤ系避難民のとうとい

命を救った杉原氏の行動は、本人としても熟慮

を重ねた末のものであったと思いますが、命の

危機が迫る避難民に対し、人道的な見地から、

強い信念と覚悟を持ってなされた決断であり、

私としましても、強い感銘を受けたところであ

ります。

このような行動や判断は、いわゆる命のビザ

をバトンのようにつなぐため、氏と同じく勇気

ある決断を行った本県出身の外交官、根井三郎

氏とともに、高く評価されるべきものと考えて

おります。

昨日はこの議場で、本県出身の小村寿太郎侯

の業績についても言及があったところでありま

すが、私としましても、以前、外交官を志して

おりました。そういう思いからしますと、心よ

り、この先人の取り組みに敬意を表するもので

あります。

このような先人の姿に学びながら、現在知事

としてある私の果たすべき役割というものを強

く意識しながら、日々精進を重ねてまいりたい
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と考えております。

次に、域際収支についてであります。

本県における域際収支、いわゆる県際収支の

改善には、県外から外貨を獲得し、県内で循環

させていくことが重要であります。

このため、県外からの外貨獲得につきまして

は、フードビジネスを初めとする付加価値の高

い成長産業の振興や創出とともに、輸出促進に

向けた支援などにも取り組んでいるところであ

ります。

また、県内経済の循環につきましては、県外

から移入される財やサービスを県産のものに置

きかえるとともに、県内の素材を県内で加工し

て出荷するといった取り組みが必要となってま

いります。

このような取り組みを進めるため、地域中核

企業の育成や、地域内における企業間の取引拡

大などを通じて、引き続き県際収支の改善に努

めてまいりたいと考えております。以上であり

ます。〔降壇〕

ただいま知事より、杉原千畝○有岡浩一議員

氏の理念というものをお聞かせいただきました

し、知事が外交官を目指したということもあり

まして、共通する部分があると感じておりま

す。残念ながら、杉原記念館では根井三郎氏の

資料というものは見つけることはできませんで

したけれども、やはり命のバトンとして、本県

出身の根井三郎氏の功績が広く県民の中でも紹

介できる機会があればいいというふうに思って

おります。

そこで、本題に戻りますが、知事の政治姿勢

として、徹底した現場主義を政治信条とし、

「課題解決のヒントは現場にある」という知事

の政治姿勢において、知事の取り組みについて

まずお尋ねしてまいります。

議員からも幾つかの質問がありましたが、本

年９月22日、日曜日、午前９時前に延岡市を

襲った竜巻被害の現場にはいつ行かれたのか、

お尋ねいたします。

竜巻は22日に発生して○知事（河野俊嗣君）

おりますが、その４日後、26日に赤羽国土交通

大臣が来られた際、そして、28日に江藤農林水

産大臣が来られた際に、私も一緒に現場を視察

したところであります。

22日の発生から、24日火曜日○有岡浩一議員

には伊東農林水産副大臣が被害状況を視察され

ております。今のお話では、26日、赤羽国土交

通大臣が現地を訪れた際に一緒に同行されたと

いうお話でありました。私は、９月25日まで行

く時間がなかったとするならば、９月23日、県

政報告会 私も参加させていただきましたが―

例えば途中、円卓トークが終了してからで―

も現場に行くことが必要であったのではないか

と考える一人であります。そういった意味で、

知事の周辺にそのような助言をされる方はいな

かったのか、お尋ねいたします。

こうした自然災害等に○知事（河野俊嗣君）

おける被害現場の視察のタイミングにつきまし

ては、過去の口蹄疫などの経験も踏まえまし

て、災害発生直後は、現場が被害状況の把握等

で混乱しているところであります。私が直ちに

現地に入ることで、かえって現場にさらなる負

担と迷惑をかけてしまうのではないかというこ

とを懸念し、被災直後の視察は控えて、落ちつ

いた段階での視察となったところであります。

次に、10月５日、東京でラグ○有岡浩一議員

ビーワールドカップを応援に行かれたと伺って

おります。合計３回の招待を受けて、東京、横

浜に応援に行かれたようですが、10月５日は東

京でイングランド戦の応援、実は、10月５日、
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隣県の茨城県では国民体育大会が行われていま

した。競技力向上が課題の本県において、「課

題解決のヒントは現場にある」という知事の政

治姿勢からすると、なぜ国民体育大会の会場視

察、要するに、国体のほうへチームの応援等に

行くことは考えられなかったのか、お伺いいた

します。

こうした行事につきま○知事（河野俊嗣君）

しては、２役で手分けして対応しているところ

であります。今回の茨城国体への訪問につきま

しては、現在、本県での国民スポーツ大会に向

けて、関係機関と一体となって競技力の強化に

取り組んでいるところでありますが、そのため

の対策本部長である郡司副知事に対応をお願い

したところであります。

私は、本年夏の九州南部イン○有岡浩一議員

ターハイで、宮崎市体育館にボクシングを応援

に行きました。接戦の試合運びの中、僅差で敗

れた選手の姿を見たことで、さらに応援したく

なりました。その選手は、茨城国体決勝でリベ

ンジし、優勝したというニュースを聞き、喜び

が湧いてきます。そのような感動を覚えるの

も、試合を見ることができたからであります。

そこで、再度質問いたします。今回の「いき

いき茨城ゆめ国体」は、41位という結果でし

た。昨日、競技力向上には110億円の予算が必要

だということで答弁がありましたが、そのよう

な現状の中で、大会会場に知事が直接足を運

び、直接見ることで、今後の対策に本気になれ

ると思いますが、知事の御見解をお伺いいたし

ます。

私も副知事時代から、○知事（河野俊嗣君）

国体については、複数回にわたってその会場に

行かせていただき、応援もし、また激励もして

いるところでありますが、近年は、競技力向上

対策本部長である副知事などに対応をお願いし

ているところであります。

また、７年後の本県の国民スポーツ大会で天

皇杯の獲得を目指すためにも、さらに選手団の

士気を高め、競技力の向上を図っていく必要が

あると考えております。

毎年の壮行会などは、可能な限り私が出席し

て、選手団を激励しておるところであります

が、副知事との役割分担、また他の行事等の調

整も考慮しながら、今後、国体の現場における

私自身の参加についても、さらに検討してまい

りたいと考えております。

私は、立場上、副知事が行か○有岡浩一議員

れているということで、理解をします。しか

し、それでも、知事が都合がつけば足を運んで

現場を見る、そして、その知事が来られている

姿に選手も発奮する、関係者も、もっともっと

頑張ろうという気持ちになる、そういう相乗効

果を期待するわけです。そういった意味では、

ぜひチャンスがあれば現場へ行くんだと、そう

いう知事の政治姿勢をもっともっと見たいと

思っております。

先ほど、「百聞は一見にしかず」というお話

をしましたが、その続きがございます。「百見

は一考にしかず。百幸は一皇にしかず」とあ

り、「自分個人の幸せよりもさらに上を目指す

べきだ」と続きます。そのためには、まず何か

をなし遂げるためには自分の目で見ることから

始まる、そして、みんなの幸せに努める、この

教えです。そういった意味では、ぜひとも現場

主義という知事の政治姿勢からして、ほかの方

が行く、それはそれで大切でありますが、知事

自身の目で確かめ、そして、何が必要かという

ことをしっかり判断するためにも、現場に足を

運ぶことをぜひとも努力していただきたいと要
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望しておきます。

次に、宮崎県総合運動公園津波避難施設整備

について、県土整備部長にお伺いいたします。

宮崎県総合運動公園の盛り土高台の場所が変

更となり、予算規模が10億円追加される見込み

だと伺っております。

昨年９月19日、20日の商工建設常任委員会で

説明を受けた際、私がクロスカントリーコース

の変更について伺うと、環境森林課と打ち合わ

せをし、事前に調整をしていると室長は答弁さ

れています。それなのになぜ、９月議会で説明

する前に、地権者である関係者との事前協議が

なされなかったのかが疑問であります。

そこで、今回の盛り土高台の計画がなぜ急に

変更となったのか、それらの経緯と問題点をど

のように認識しておられるのか、お伺いいたし

ます。

県の総合運○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

動公園の盛り土高台につきましては、昨年10月

に３つの自治会の代表者の方々に説明を行い、

一定の御理解が得られたとの認識のもと、本年

２月に当初予算として計上したところでありま

す。

その後、地元の方々に対しまして説明を行

い、避難施設の必要性は御理解いただいたもの

の、整備予定地としていた民有保安林におい

て、これまで地元の方々が大切に育ててこられ

た松に対する重いが強く、自治会の総意とし

て、盛り土高台の整備場所の変更について要望

があり、検討の上、中央広場に変更することと

いたしました。

このようなことになったのは、予算の計上に

当たり、早い段階から地元の総意をしっかりと

把握できなかったことが原因であったというふ

うに考えております。

今、部長が答弁されたよう○有岡浩一議員

に、地権者との協議が遅過ぎると。やはり計画

立案の段階から相談をしながら進める必要が

あったと思います。そういった意味では、再発

防止のため今後どのように対応されるのか、再

度お伺いいたします。

事業を円滑○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

に進めるためには、事前に地元の意向を確認

し、信頼関係を築きながら、合意形成を図るこ

とが必要であります。

今回のように、整備予定地が特定され、か

つ、多数の住民で構成される自治会のような組

織と合意形成を図る場合におきましては、特に

早い段階から住民説明会を開催することが必要

であったと考えております。

今後とも、事業を進めるに当たりましては、

地元へのきめ細かな情報提供を行うなど、地元

の事情や意向をしっかりと把握した上で、合意

形成を図りながら適切な事業の執行に努めてま

いります。

答弁をいただきましたけれど○有岡浩一議員

も、知事の徹底した現場主義とかけ離れた行政

の対応に、大変残念だという声を聞いておりま

す。信頼関係を築く前に、まず現場に足を運

ぶ、現場主義の姿勢でやっていくこと、それが

求められると思っていますので、まずは現場を

大事にすると。そのことから行政運営はスター

トするんだと、そういう姿勢を今後ともとって

いただきたいと思っております。

次に、総合政策部長に、宮崎カーフェリー新

船建造についてお伺いいたします。

新船のトラック積載台数は160台程度となって

おりますが、現在より30台ふえることで、増収

が見込まれているということです。今後とも、

フェリー貨物の上り荷については、農産物が中
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心で荷が十分見込まれますが、下りの荷が少な

いという課題があります。

そこで、下り荷の確保についてどのように取

り組む計画なのか、お伺いいたします。

宮崎カーフェ○総合政策部長（渡邊浩司君）

リーやトラック業界から、上り荷に比べまして

下り荷が少ないとお聞きしております。航路の

経営安定化のためには、下り荷の確保が大きな

課題であると考えております。

このため、県が実施しております、県内航路

等への荷寄せを促進する補助事業では、下り荷

の補助額を割り増して交付することによって、

宮崎カーフェリーを初めとする運送業界の事業

展開を後押ししているところであります。

また近年では、熊本地震の際に西九州ルート

での輸送に支障が生じたことから、関東・関西

の企業が、北部九州を経由することなく、南九

州への直送ルートを確保しようとする動きも出

てきております。

県といたしましては、このような動きにも適

切に対応し、下り荷の確保に積極的に取り組ん

でまいりたいと考えております。

ただいまの下り荷の確保につ○有岡浩一議員

きましては、関係機関と、例えば、プロジェク

トチームをつくってでも具体的な対策を進める

ことを、期待しております。

次に、関連しまして、観光の分野において

も、今後、大量輸送が可能であり、睡眠をとり

ながら移動できるホテルというイメージで、イ

ンバウンド・アウトバウンドなど、観光分野で

も成長を期待している中、旅客収入の確保に向

けてどのような客室を考えているのか、お伺い

いたします。

宮崎カーフェ○総合政策部長（渡邊浩司君）

リーは、平成26年度の神戸就航後、神戸港の市

街地からのアクセスのよさなどから、旅客が増

加傾向にあります。

しかしながら、現在の船舶は、段差が多いほ

か、172名を定員とする２等室は、仕切りもな

く、いわゆる雑魚寝の形態であることなど、現

在の旅客ニーズに合致していない状況にありま

す。

このため、新船におきましては、高齢者が利

用しやすいバリアフリー化や、プライバシーに

配慮して個室の割合を高めるとともに、学生の

合宿などを想定し、30名程度の部屋を設けるな

ど、さまざまな旅客ニーズに対応する客室が検

討されております。

ただいまお話がありましたよ○有岡浩一議員

うに、フェリーの中の個室の充実を図るという

ことでありましたし、また、合宿というお話も

ありました。学生の修学旅行やスポーツ合宿、

こういったものも視野に入れながら取り組む必

要がありますし、宮崎の食のブランドツアー

や、例えば、先輩方の二度目の新婚旅行、さら

には神話のふるさとツアーなど、宮崎らしい楽

しい企画を期待しております。

次に、４番目になりますが、産業廃棄物につ

いて、環境森林部長にお伺いいたします。

2017年末、中国が廃プラスチックの輸入を規

制し、2018年、東南アジアでも輸入規制が始ま

りました。さらに、インドでは2019年８月31日

から全面輸入禁止と、広がっています。

そこで、産業廃棄物の廃プラスチックのリサ

イクル率について、全国及び本県の過去３年間

の状況をお伺いいたします。

公表されてお○環境森林部長（佐野詔藏君）

ります、過去３年分の全国の廃プラスチック類

の排出量に対する再生利用量の割合は、平成27

年度は59.6％、28年度は58.3％、29年度は59.0
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％となっております。

これに対します本県の数値につきましては、

平成27年度は43.7％、28年度は43.8％、そし

て29年度は42.4％となっておりまして、いずれ

も全国平均を下回っているのが現状でございま

す。

今、報告いただきましたよう○有岡浩一議員

に、平成29年度が全国59％に対し、本県が42.4

％と、全国平均を下回るとともに、年々差が広

がっているというのが現状であります。

そこで、本県のリサイクル率向上に向けた将

来的なビジョンについて、再度お伺いいたしま

す。

リサイクルに○環境森林部長（佐野詔藏君）

関する県のビジョンとしましては、平成23年３

月に、「宮崎県循環型社会推進計画」を策定

し、家畜ふん尿や木材といった農林水産業の資

源を中心に、再生利用の促進を図るなど、本県

らしい循環システムの構築を目指してきたとこ

ろであり、来年度が計画の見直しの時期となっ

ております。

このような中、国は、2035年までに使用済み

プラスチックを100％有効利用するなど、持続可

能な社会づくりを目指しまして、昨年６月に、

第４次の「循環型社会形成推進基本計画」を、

本年５月に、「プラスチック資源循環戦略」を

策定しております。

県といたしましては、これらの国の方針を踏

まえますとともに、これまでの課題を検証し、

リサイクルの向上につながるよう、次期計画の

策定を進めてまいりたいと考えております。

リサイクルには幾つかの方法○有岡浩一議員

がありますが、まずはマテリアルリサイクルの

推進、そしてケミカルリサイクルの技術開発、

このような処理施設の事業化など、中長期的な

取り組みが必要であります。午前中の山下議員

の太陽光パネルの処理も含めまして、リサイク

ルの推進は、日本全国で進めなければなりませ

ん。本県の廃棄物を県内で処理できる環境が必

要であり、今後大きな課題になることを申し上

げまして、次の質問に参りたいと思います。

森林盗伐について、前回に引き続き質問いた

します。

まず、警察本部長にお伺いいたします。警察

における盗伐に対する取り組みについてお伺い

いたします。

警察といたしま○警察本部長（阿部文彦君）

しては、盗伐に関する相談等があった場合に

は、現場の状況や経緯等を詳細に聞き取り、犯

罪があると思料する場合には、刑事訴訟法の関

係規定に基づき、被疑者の特定、証拠の収集、

その他所要の調査を行うなど、厳正な対処をし

ているところであります。

また、盗伐の未然防止等を図るため、県、市

町村、その他関係機関と連携して、合同パト

ロールを実施しているところであります。

ありがとうございます。衆議○有岡浩一議員

院の農林水産委員会でも、宮崎県の無断伐採事

案の発生が議論されております。まず、警察に

おける森林法違反の立件による取り組みが、違

法伐採の抑止力となると信じております。

今後とも、被害者の皆さんの声として、厳正

な対応をお願いするものです。

次に、違法伐採された木材の流通防止策につ

いて、環境森林部長にお伺いいたします。これ

までの取り組みについてお尋ねいたします。

違法木材の流○環境森林部長（佐野詔藏君）

通防止対策につきましては、警察等と連携した

伐採パトロールによる監視の強化等に加えまし

て、昨年12月には、林業関係３団体が、「合法
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伐採推進協議会」を設立し、各団体が認定して

いる事業者に対して、合法木材流通の指導を徹

底しているところであります。

また、本年３月には、森林管理署や県建設業

協会、県トラック協会などの協力を得まして、

違法伐採の現場情報を連絡する体制の構築に向

けた協定を締結したところであります。

さらに、今年度は、この協定に基づきまし

て、違法木材の受け入れ停止、悪質な事業者の

認定取り消しなど、厳格な対応の推進や、認定

事業者に対する違法伐採防止の意識向上を目的

とした研修会の開催などに、官民一体となって

取り組んでいるところであります。

ただいま、合法伐採推進協議○有岡浩一議員

会という立派な名称の紹介がございましたが、

その協議会の中に、違法伐採にかかわっている

業者がおられることは、私にとっては大変違和

感があります。

そこで、どうすれば違法に伐採された木材が

流通せず盗伐が防げるのか、環境森林部長に見

解をお伺いいたします。

これまでの協○環境森林部長（佐野詔藏君）

定締結等によりまして、原木流通に携わる関係

者はもとより、県や市町村も一体となり、違法

木材を流通させないための体制づくりを行いま

したが、今後は、その実効性をより高めていく

必要があると考えております。

このため、伐採事業者に対する法令遵守意識

の一層の徹底を図りますとともに、原木市場等

におけるチェック機能の強化などを進めること

といたしております。

また、より厳格な運用に向けて、林業関係３

団体が足並みをそろえて、立入検査の実施や指

導から認定取り消しに至るルールづくりに取り

組んでいくことといたしております。

県といたしましては、まずはこれらの取り組

みを業界全体に浸透させますとともに、その効

果も検証しながら、違法木材の流通防止につな

げてまいりたいと考えております。

今、部長から、今後の取り組○有岡浩一議員

みについてお話がございました。県や市町村も

一体となって、違法木材を流通させないための

体制づくりをというお話でしたが、もう現状

は、木材が鹿児島、熊本、大分、他県にまで流

れていく可能性がある。そういった意味では、

本県だけでなくて、隣県との協力もこれから必

要だと。さらに仕事量がふえて大変だと思いま

す。しかし、それでもしっかり取り組んでいか

なければ、この問題は解決しないと思っており

ます。

そういった意味で、知事に決意をお伺いした

いと思いますが、盗伐被害者の会員がふえ続け

ている中で、海外からも違法木材の流通につい

て指摘を受けております。今後、違法木材を絶

対出さないという知事の決意をお伺いいたしま

す。

これまで違法伐採が発○知事（河野俊嗣君）

生し、被害に遭われた方がおられる状況につい

ては、まことに遺憾であると考えております。

先人の努力により確保された森林資源を活用し

ていく上で、違法木材の流通というのは決して

あってはならないことだと認識しております。

全国に先駆けて伐期を迎えている本県は、い

わば課題先進県でありまして、これを課題解決

先進県にしていかなくてはならない。そういう

強い決意のもとに、先ほど部長も答弁しまし

た、警察との連携での監視体制の強化、さらに

は、違法木材を流通させない、効果的で実効性

のある体制の構築にも取り組んでいるところで

あります。
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全国をリードする森林・林業県として、本県

としましては、違法木材の根絶は極めて重要な

課題でありますので、今後とも関係者と一体と

なり、使命感を持って取り組んでまいりたいと

考えております。

その知事の思いが各団体や皆○有岡浩一議員

さん方に伝わって、宮崎はそういった意味では

先進県だと言われる取り組みを期待したいと

思っております。

次に、本県のＣＬＴの活用についてお伺いい

たします。

これは、環境森林部長にお尋ねいたします

が、本県において、ＣＬＴの生産体制が整って

いない現状の中、県として今後どのように取り

組んでいくのか、御所見をお伺いいたします。

ＣＬＴは、一○環境森林部長（佐野詔藏君）

般的な建築工法に比べまして、部材費などが割

高であり、また、設計できる技術者も少ないと

いった課題がございますが、コスト削減などの

技術開発や、官民挙げての需要創出に向けた取

り組みなどにより、都市部を中心に活用の広が

りが期待されているところであります。

このため県では、効率的な製造方法の研究に

取り組みますとともに、ＣＬＴを活用した建築

物整備への支援や、その設計ができる建築士の

育成、さらには、県内企業とともに日本ＣＬＴ

協会に参加するなど、全国のさまざまな情報の

収集、共有を行っているところであります。

今後とも、これらの取り組みを通じまして、

ＣＬＴの活用促進を図り、県内における生産体

制の構築にもつなげてまいりたいと考えており

ます。

今、御答弁いただきました○有岡浩一議員

が、都市部を中心に広がるというお話、期待さ

れているということですが、私は、地震や災害

に強い、そういったものをこの宮崎から発信し

ていくべきだと考えております。そういった意

味では、このＣＬＴの生産体制を早く築くべき

だと思っております。先ほどの域際収支の関係

で申し上げますが、県産材を使ったＣＬＴを今

回、防災庁舎に使うということを伺っておりま

すが、ＣＬＴの確保を県外で行うことで、加工

費等が県外に流れます。安い材料を確保して高

い製品を買って使うという流れは、外貨を稼ぐ

産業の育成とは真逆の流れです。これでは域際

収支のマイナスは解消されません。いま一度、

宮崎県の得意分野をどう生かし、伸ばすべき

か、検討されることを希望しておきます。

次に、ビッグイベントへの取り組みについ

て、総合政策部長にお伺いいたします。

先日、東京2020オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会に向けたシンポジウムが東京スポー

ツスクエアで行われ、聖火リレーについて、聖

火リレー室長の岡田氏が経過報告をされまし

た。

全国を駆けめぐる準備の大変さとともに、多

くの関係者が携わり、期待されることが伝わっ

てきました。

そこで、本県で行われる2026年国民スポーツ

大会・全国障がい者スポーツ大会の機運を盛り

上げるために、どのように取り組んでいくの

か、総合政策部長にお伺いいたします。

本県での国民○総合政策部長（渡邊浩司君）

スポーツ大会の開催に向けましては、県準備委

員会に「広報・県民運動専門委員会」を設置し

まして、これまで、ポスターの作成・配布や大

会の愛称とスローガンの公募など、大会開催の

周知に取り組んできているところであります。

先催県におきましては、県民参加型の啓発イ

ベントの開催や、来場者へのおもてなしのため
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の花いっぱい運動などの取り組みが行われてい

るところであります。

今後も、県準備委員会におきまして、他県の

取り組みも参考にし、市町村、関係機関と連携

しながら、全県下で開催の機運を盛り上げる取

り組みについて、具体的な検討をして、実施し

てまいりたいと考えております。

今、答弁の中で、他県の取り○有岡浩一議員

組みも参考にというお話がありましたが、私は

もう一歩進んで、一つの例でありますが、日本

のふるさと宮崎国体の炬火リレーの場合、昭

和54年ですが、6,224人が炬火リレーに参加して

おります。私は、東京2020オリンピック・パラ

リンピックの聖火リレーの取り組みの中で、例

えば、車椅子の聖火ランナーの場合、どのよう

な工夫が行われているのか、中継時の工夫など

参考にし、宮崎での炬火リレーにはみんなが参

加できる多様性を今から意識して取り組むこと

を期待しております。どうぞ組織が立ち上がっ

てからではなくて、常に情報を収集しながら、

参考になるものは取り入れる、そういう柔軟な

体制で臨んでいただくことを強く要望しておき

ます。

次に、国文祭・芸文祭の件でお尋ねいたしま

す。

国文祭・芸文祭のフォーカスプログラムの一

つに「宮崎の食文化」を掲げておりますが、ど

のような展開を計画しているのか、総合政策部

長にお伺いいたします。

国文祭・芸文○総合政策部長（渡邊浩司君）

祭のテーマの一つであります、「宮崎の食文

化」につきましては、豊かな自然により育まれ

た食材や焼酎、みそ、しょうゆなどの発酵食

品、県内各地に伝わる郷土料理など、本県の豊

かな食文化を、シンポジウムや各種イベントを

通して、県内外の皆様に知っていただく機会に

したいと考えております。

また、県内各地での触れ合いを通して、本県

文化を身近に感じていただくため、山の幸、海

の幸をテーマに、多様な食文化や県産食材の魅

力に着目したツアーの実施を予定しておりま

す。

各プログラムの実施に当たりましては、より

多くの方々に御参加いただけますよう、関係部

局とも十分に連携を図りながら進めてまいりた

いと考えております。

国文祭・芸文祭のフォーカス○有岡浩一議員

プログラムでは、宮崎ならではの記紀、神話、

神楽や宮崎国際音楽祭、若山牧水、宮崎食文化

とつながります。51日間に及ぶ宮崎の魅力の

フォーカスに期待しております。

次に、国文祭・芸文祭では、全国の皆さんに

宮崎のおいしい食材を紹介できるチャンスだと

考えております。食文化の発信に農政水産部と

してどのように取り組むのか、部長にお伺いい

たします。

全国から来県○農政水産部長（坊薗正恒君）

される方々に、本県の農畜水産物のすばらしさ

をツアーやイベントなどを通じて広くＰＲし、

ファンになっていただくことは大変重要と考え

ております。

このため、宮崎ブランドを代表します宮崎牛

やみやざき地頭鶏、黒皮かぼちゃなど、旬の食

材を使った本県ならではの伝統料理を、県内各

地で存分に味わっていただけるような仕掛けを

企画したいと考えております。

また、県民の皆様にも本県の農畜水産物のよ

さを再認識していただく絶好の機会であります

ので、生産者を初め、学生など若い人たちが、

おもてなしの心で食を通した交流を深め、誇り
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を感じていただけるよう、市町村や関係団体等

と連携し、しっかり取り組んでまいりたいと考

えております。

ぜひ、来年の11月29日は宮崎○有岡浩一議員

のおいしい肉の日としてまたＰＲしていただき

たいと思いますし、宮崎へまた行ってみたい、

また、あれが食べてみたいなど、記憶に残る楽

しいイベントとなることを期待しております。

次に、投票率向上について、選挙管理委員長

にお伺いいたします。

先月、リトアニアから北上して、エストニア

の首都タリンを訪問しました。ジェトロからい

ただいた資料によると、人口132万人、面積は九

州より少し広い４万5,336平方キロメートルで

す。ソビエト時代にＩＴの研究が盛んであり、

電子市民制度を導入しています。2007年、世界

で初めてインターネットでの投票を国政選挙に

導入した国で、ことしの３月には、元大関の把

瑠都ことホーヴェルソン氏が国会議員となって

いました。通訳の若者に聞くと、電子投票は当

たり前で、全投票者の約43％が電子投票だった

そうです。メリットとして、国外在住の有権者

や若者、高齢者が自宅で投票できる、選挙費用

が大幅に軽減できるとの話でした。

そこで、投票率向上のため、電子投票の導入

について、選挙管理委員長の御所見をお伺いい

たします。

インター○選挙管理委員長（吉瀬和明君）

ネットを活用した電子投票につきましては、投

票所まで足を運ばずに容易に投票できる点につ

きまして、若者などの投票率向上が期待される

ところでございます。

また、疑問票・無効票の解消や、開票結果が

迅速かつ正確になされるなど、選挙の管理執行

の面でも一定の効果があるものと考えておりま

す。

一方で、有権者である本人確認、投票の秘密

の確保、システムの安定稼働の対策等の課題も

ありまして、現在国において、海外に住む有権

者を対象とするネット投票の実証実験が計画さ

れておるところでございます。

県選挙管理委員会といたしましては、近年の

選挙で投票率の低下が大きな課題である中、こ

うした電子投票の導入に向けた国の動きにつき

まして、注視してまいりたいと考えておりま

す。

ただいま答弁いただきました○有岡浩一議員

が、システムの安定稼働ということもございま

すが、今後、電子投票等を導入するに当たり、

ネットワークのインフラ整備が必要でありま

す。

そこで、光ファイバーなどの高速のブロード

バンド環境の整備に向けて、今後、県としてど

のように取り組んでいくのかを、総合政策部長

にお伺いいたします。

光ファイバー○総合政策部長（渡邊浩司君）

など、高速のブロードバンド環境の整備は、県

民の利便性の向上はもとより、産業振興の観点

からも重要であると考えております。

このため県では、国に対して、条件不利地域

を対象とした補助制度の見直し等について要望

を重ねてきたところでありまして、今年度か

ら、民設民営方式での整備が新たに補助対象と

なるなど、制度が拡充されております。

このような中、西都市で、新たな制度を活用

しました光ファイバーの整備が進められている

ほか、美郷町におきましても、高速化に向けた

取り組みが行われております。

県といたしましては、今後とも市町村、通信

事業者と連携しながら整備促進に取り組みます

- 103 -



令和元年11月29日(金)

とともに、国に対して、引き続き、さらなる財

政支援の充実について働きかけてまいりたいと

考えております。

今答弁いただきましたが、本○有岡浩一議員

県のブロードバンド基盤整備率は99.8％と大変

高いです。しかし、今おっしゃった高速ブロー

ドバンドでないと、地域によってはかなり速度

に差があるという課題があります。それを解消

するためにこのような事業に取り組まれている

わけですが、県民の中の切実な声として、やは

り高速ブロードバンドの基盤整備、これを切に

要望するという声をお届けしておきたいと思い

ます。

次に、宮崎県体育協会で活用しておりました

「人材カード」について、教育長にお伺いいた

します。

宮崎県体育協会では、定期的に人材カードの

更新を行い、競技団体や関係機関との連携によ

る選手の活動環境づくりに取り組んでいると

伺っております。人材カードに現在58名の登録

と、５年間で10名の成果があったと伺っており

ます。今後、社会人選手や指導者の獲得のため

にも情報の共有、マッチングは必要と考えま

す。

そこで教育長に、人材カードの活用状況と今

後の取り組みについてお伺いいたします。

お話にありましたと○教育長（日隈俊郎君）

おり、これまで県体育協会においては、優秀な

社会人選手を獲得するために、県内で就職を希

望する選手の情報を記載した「人材カード」を

活用しまして、受け入れ企業等の開拓に取り組

んできたところであります。

しかしながら、国体に向けた競技力向上のた

めには、さらなる取り組みの充実が必要である

と考えております。

そのため、県競技力向上対策本部の中に、県

体育協会を初め、経済団体や行政等から成りま

す専門委員会を設けまして、官民一体による選

手の受け皿づくりに向けた検討を進めていると

ころであります。

今後は、このような選手の就職支援の取り組

みに加え、その後の強化支援も含めまして、就

職した選手が活躍できる環境づくりにも努めて

まいりたいと考えております。

人材を確保し、その人材がア○有岡浩一議員

スリートとして動ける時期、そして、その方が

今度は指導者となっていく、そういった意味で

はつながっていくということですので、人材

カードを活用して切れ目のない体制づくり、こ

れが国民スポーツ大会が終わった後のレガシー

として続く大変貴重な人材確保のシステムです

ので、十分活用していただきたいと思っており

ます。

一つ、私なりの意見を申し上げたいと思いま

すが、先日、宮崎県武道館で演武大会がござい

ましたので、伺ってきました。私は、まず会場

で受け付けをした後に、男子のトイレに参りま

す。スリッパを見にいくわけです。８組ほどの

スリッパがある中で、半分ほどがよそを向いて

いる状態であります。私は並べて退出をしまし

た。その後、どうなっているのか、20分ほどし

て見にいくと、やはり半分ほどよそを向いてい

ます。再度並べ直して退出しましたが、「来た

ときよりも美しく」という言葉が私の頭をよぎ

りました。よく耳にする言葉ですが、この言葉

の意味は、次の世代へともっといい時代を残し

たいと、そういう意味があるそうであります。

次に利用する人のためにきれいにスリッパを並

べることは、誰にでもできることであります。

そのような当たり前のことが自然にできる選手
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であり、指導できる人材をこれからも育ててい

くためにも、今回の人材カードをただのデータ

として扱うのではなく、県民のリーダーとして

生かしていただくことを強く希望したいと思っ

ております。

次に、福祉保健部長にお尋ねいたします。

２年前にも障がい者スポーツの推進について

質問をしましたが、再度、現在の障がい者ス

ポーツ選手・指導者の育成にどのように取り組

んでいるのか、福祉保健部長にお伺いいたしま

す。

障がい者ス○福祉保健部長（渡辺善敬君）

ポーツ選手の育成につきましては、近年、県障

がい者スポーツ大会の参加者数が減少傾向にあ

るため、現在、その裾野を広げる取り組みとし

まして、市町村単位でのスポーツ教室の開催や

障がい者スポーツクラブへの支援、各種競技会

を実施しております。

また、全国障害者スポーツ大会の団体競技の

中には、チームが編成できていない競技があり

ますので、本県開催を見据え、ソフトボールな

どのチームづくりに取り組んでおります。

指導者の育成につきましては、初級指導員養

成講習会を毎年開催しておりまして、現在264名

が資格を取得しているほか、全国障害者スポー

ツ大会の強化合宿や各種競技会にも参加いただ

き、指導技術の向上も図っております。

ただいま部長より報告いただ○有岡浩一議員

きましたが、初級障害者スポーツ指導員が264

名、中級指導員31名、上級指導員８名と聞いて

おります。私が２年前に質問したときよりも29

名ほど指導員が増員されているようです。

ただ、大切なことは、その指導員の方々に参

加していただく、携わっていただく機会を徐々

にふやす必要があります。大会運営などにも携

われる人材育成に期待しております。

最後の質問になりますが、全国障害者スポー

ツ大会の開催に当たり、障がい者に配慮した会

場づくりが必要と考えますが、どのように取り

組んでおられるのか、再度お伺いいたします。

本県開催の全○福祉保健部長（渡辺善敬君）

国障害者スポーツ大会の競技会場につきまして

は、来月初開催する県準備委員会の専門委員会

が中心となりまして、会場のバリアフリーの状

況等を踏まえながら選定を進める予定としてお

ります。

現在県が整備を進めている新たなスポーツ施

設につきましては、多目的トイレやエレベー

ター、車椅子使用者用の観覧席の整備など、障

がいのあるなしにかかわらず、誰もが利用しや

すい施設づくりを進めております。

また、県や市町村等の既存施設につきまして

も、会場地市町村など関係者と連携しまして、

必要に応じて、スロープや多目的トイレ、案内

表示の設置等も含め、大会に参加する全ての

方々に配慮した会場づくりに努めたいと考えて

おります。

これからさまざまな準備が必○有岡浩一議員

要でありますけれども、７年後の全国障害者ス

ポーツ大会がゴールではない、通過点となるよ

うな取り組みが必要だと私は考えています。大

会後も指導者、選手が活動を楽しみながら続け

られるような取り組みを、専門委員会でレガ

シーとして議論いただくことを要望したいと思

います。

時間が若干ありますので 今回の一般質……。

問を職員の皆さんと協議する中で、森林盗伐に

ついて大変多くの議論をしてまいりました。こ

のままではなくならない、努力を継続します、

そういうやりとりをずっとやってまいりまし
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た。先ほど、当たり前のことを当たり前にでき

るというお話をしましたが、山林所有者の山が

あり、そこの山の木が勝手に切られる、そし

て、その問題を指摘して裁判をしていくために

は、泥棒に追い銭のように、またコストがか

かって費用を出さなきゃいけない。そして、大

雨が降れば、その現場が災害に遭う。地権者は

自分です。その方にとってその山は、次の世代

へつなぐ財産ではなく負の遺産でしかない。こ

ういう山の地権者の思いをしっかりと受けとめ

て、このようなことが宮崎県ではもう二度と起

こらない、そういう思いをしっかりと共有して

いただきたい。これが、当たり前のことが当た

り前にできる県政であるというふうに思います

ので、ぜひともこの強い思いを そして、職―

員の皆さんもしっかりやるとおっしゃっていま

す。この連携で、宮崎県の文化を、環境を守る

ためにこれからも努力してまいることをお誓い

申し上げまして、私の質問の全てを終わりま

す。ありがとうございました。（拍手）

次は、前屋敷恵美議員。○山下博三副議長

〔登壇〕（拍手） 日本共産○前屋敷恵美議員

党の前屋敷恵美でございます。通告に従いまし

て、一般質問を行ってまいります。

まず、知事の政治姿勢から伺ってまいりま

す。

ことしも今月18日から昨日28日までの日程

で、日本とアメリカ、それにオーストラリアの

３カ国による機雷掃海訓練が、日向灘・油津港

沖で行われました。オーストラリアが加わるよ

うになったのは昨年からで、訓練規模が拡大さ

れています。

また、来年１月には、えびのの霧島演習場

で、アメリカ海兵隊との日米共同訓練が予定を

されています。新田原基地での日米共同訓練も

頻繁に行われており、さらに沖縄の訓練移転が

行われるなど、宮崎の陸で海で空で、戦争に備

えた軍事訓練が繰り返されています。

また、日米地位協定に基づく「２・４・ｂ基

地」の位置づけにも反して、緊急事態と米軍が

判断すれば、いつでも新田原基地での離着陸を

可能にもしています。まさに宮崎県が軍事拠点

化していく状況にあります。

知事はこのような状態、事態をどのように受

けとめておられるかをお伺いいたします。

あとは質問者席から続けさせていただきま

す。（拍手）

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

外交・防衛に係る問題は国の専管事項であり

まして、本県で実施される米軍等との共同訓練

や、普天間飛行場の能力を代替することに関連

する新田原基地の緊急時使用のための施設整備

等につきましても、安全保障体制の確保や沖縄

の基地負担軽減など大局的な観点から、国の責

任においてなされるものと認識しております。

一方、県は、県民の安全で平穏な生活を確保

する重要な役割を担っておりますので、これま

でも訓練等が行われるたびに、国に対して安全

対策の徹底等を申し入れてきたところでありま

す。

今後とも、県民の安全・安心を確保すること

を最優先に、国に対して詳細な情報提供や丁寧

な説明を求めていくなど、地元に寄り添って対

応してまいりたいと考えております。以上であ

ります。〔降壇〕

今お答えをいただきまし○前屋敷恵美議員

た。しかし、これまでの経過を見ても、地元に

寄り添った、また、情報提供など、なかなかな

されてこなかったのが実情でもございます。
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さらに、安全な訓練をということも要望され

ておるようですけれども、それを要求しても何

の役にも立たないというのが実情ではないかと

思うところです。これが今の県内の実態である

ことを認識した上で、続けて質問をさせていた

だきます。

新田原基地の米軍弾薬庫建設問題についてで

す。

この件については、新田原基地の米軍基地化

につながる重大問題として、これまでも質問を

してまいりました。沖縄普天間基地の能力の代

替、機能の移転と言いながら、普天間にはない

弾薬庫を新田原に新設するなど、こんな理不尽

なことはありません。防衛省は、米軍が使う弾

薬庫を自衛隊の施設として建設するとしていま

す。自衛隊としての安全基準を満たし、火薬類

取締法の関係法令に基づく、この国内法の上に

施設の整備をするとしています。そうであるか

ら安全だと言いたいのでしょうが、決してそう

ではありません。

そこで、火薬類取締法第12条では、「火薬庫

を設置しようとする者は、経済産業省令で定め

るところにより、都道府県知事の許可を受けな

ければならない」ということになっています

が、法的手続はどうなっているのか、お答えく

ださい。

弾薬庫につ○危機管理統括監（藪田 亨君）

きましては、火薬類取締法上、「火薬庫」に該

当しまして、通常、これを新たに設置する場合

は、同法の規定によりまして、県知事の許可を

受けることとされております。

しかしながら、自衛隊の設置する弾薬庫につ

きましては、自衛隊法の規定によりまして、県

知事の許可ではなく、経済産業大臣の承認とさ

れるなど、関連手続につきましては、全て国に

おいて行われることとなっております。

自衛隊法の火薬取り締まり○前屋敷恵美議員

の適用除外というのに当てはまるというわけで

すから、言いわけですけれども、この適用除外

の第106条では、火薬類取締法第12条は適用除外

に適用しない、すなわち火薬取締法を適用する

とうたっているのではないかと私は読み取った

んですけれども、そうではないわけですね。改

めて確認をしたいと思います。

自衛隊の設○危機管理統括監（藪田 亨君）

置する弾薬庫につきましては、先ほどもお答え

しましたとおり、自衛隊法の規定によりまし

て、経済産業大臣が承認をするということに

なっておりまして、関連の手続については、全

て国において行われることとなっております。

この自衛隊法の施行令で、○前屋敷恵美議員

火薬類取締法の適用の特例を定めるということ

で、都道府県知事の責任、権限の及ぶところを

全て経済産業大臣に読みかえるなどして、すな

わち国が全ての権限を握ってしまうということ

になるわけです。まさに地方自治そのものの無

視と言わなければならないと私は思います。法

律の上に施行令や特例などをつくって、何でも

国の思うとおりに事を進めることができる、こ

ういう状態がつくられることになる。これが今

の現状であるということをしっかりと まさ―

に不条理であるということを言わなければなら

ないと思います。

でき上がった弾薬庫に米軍の弾薬を貯蔵・管

理するということになるわけですけれども、自

衛隊の弾薬庫に米軍の弾薬を貯蔵・管理ができ

るのか、火薬類取締法上の法的根拠はあるの

か、伺いたいと思います。

火薬類取締○危機管理統括監（藪田 亨君）

法では、火薬類の貯蔵につきまして、保安上の
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観点からさまざまな規定が設けられております

が、貯蔵する火薬類の所有者を限定する規定は

ございません。

このことから、同法に定めます基準等に従

い、自衛隊の施設に米軍の弾薬を貯蔵すること

は、法的に問題はないと考えております。

○前屋敷恵美議員 今、法的に問題がないとい

うことでしたけれども、どんな弾薬が中に貯蔵

されるのか、これは極めて大問題だと私は思っ

ています。自衛隊が責任を持って管理をすれ

ば、米軍の弾薬の貯蔵・保管は可能ということ

のようですが、その弾薬の種類が問題でありま

して、これは防衛省に尋ねても、一切明らかに

はいたしません。「弾薬の運用に関すること

は、米国政府との関係でお答えできない」と、

こういう答弁なんです。

今、沖縄にあります米軍の基地では、放射能

兵器でもあります劣化ウラン弾やクラスター弾

などが貯蔵もされ、これが訓練に使われてい

る、こういう状況がございます。ですから、新

田原の自衛隊が管理するというこの弾薬庫に

も、こうした危険きわまりないものが貯蔵され

ること、それが狙われていることが十分に予測

が可能であります。「どういう弾薬が入るか、

それはお答えできない」としながらも、「こう

した劣化ウラン弾などが入るのではないか」、

そう尋ねても、それへは否定は一切していない

というのが今の現状でもありまして、極めてこ

の問題は大きいと思います。ですから、自衛隊

につくられる米軍の弾薬庫、これは安全などと

はとても言えない。住民の皆さん方は、このこ

とに対して大変心配をしておられます。

また、地元には、「この国内法に基づいて弾

薬庫がつくられるから心配ない」と言わんばか

りの文書が配られているように聞いております

けれども、決して中身はそうでないことを、

はっきりと私は申し上げておきたいと思いま

す。

そこで、当然、建築基準法に基づく県の許可

も必要になると思いますが、その手続はどうな

るのか、伺いたいと思います。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 弾薬庫を含

む建築物につきましては、建築基準法に基づ

き、その規模や構造等によって、手続の有無や

種類が定められております。

新田原基地の弾薬庫は、延べ床面積が200平米

を超える鉄筋コンクリート造と聞いております

ので、建築主である国は、工事着手前の「計画

通知」及び工事完了後の「完了検査」の手続が

必要となります。

これらは、いずれも建築主事に対して通知す

ることとされており、建築主事は、建築基準関

係規定に適合しているかどうかについて審査や

検査を行い、規定への適合が確認されれば、確

認済証や検査済証を交付しなければならないと

されております。

○前屋敷恵美議員 今、建築主事がその任に当

たるということでしたけれども、この建築主事

の権限というのは、県そのものの権限と見てい

いんですか。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） 議員御指摘
※

のとおりでございます。

○前屋敷恵美議員 じゃ、県が許可するといい

ますか、認可するということになるわけです

ね。そういう手続でよろしいんですか。

○県土整備部長（瀬戸長秀美君） そういうこ

とになります。

○前屋敷恵美議員 それでは、出された申請書

どおりに建築物がつくられているかどうか、確

認はされると伺ったんですけれども、それはさ

※ 118ページに訂正発言あり

令和元年11月29日(金)
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れるわけですね。

先ほど申し○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

上げましたとおり、建築主事が、建築基準関係

規定に適合しているかどうかにつきまして、審

査や検査を行いまして、規定への適合が確認さ

れれば、確認済証や検査済証を交付するという

ことになります。

重ねてですけれども、つく○前屋敷恵美議員

る建物は弾薬庫です。ですから、火薬の量に対

する安全性が担保されている構造、建築構造に

なっていないといけないと思うんですけれど

も、それが確かめられるわけですか。どういう

ものが入り、種類は別としても、どれほどの量

の火薬が貯蔵されるのか、そういう前提のもと

に建物がつくられるわけですから、それあたり

もきっちり確認をした上での認可ということに

なるのでしょうか。

弾薬庫につ○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

きましては、建築基準法では倉庫に分類されて

おります。手続が必要となりますのは、床面積

が200平米を超える倉庫や、木造以外の構造で２

階以上の階数を有するもの、または延べ床面積

が200平米を超えるものとなっております。

倉庫といっても、弾薬を貯○前屋敷恵美議員

蔵する弾薬庫ですから、普通の倉庫とはまた意

味が違うわけですよね。ですから、安全性を担

保するということにはならないんだと私は思い

ます。それでも、それが認可ができるというこ

とであれば、私はそれは法の意味合いはなさな

いと思います。法的に認められるというのであ

れば、自治体権限の責任を果たすことにはなら

ない。実際、国の法律でそれを認めなさいとい

うことになれば、まさに自治体無視、さらには

住民無視、住民の不安に応えるものではないと

言わなければならない。きつい話ですけど、ま

さに無法状態だと私は言わなければならないと

思います。

しかも、県の職員という身分で、建築主事に

判断が任せられ、本質的な中身を伏せた計画が

受理されるということであれば、ますますそれ

は、県民にとっても大問題だと思いますが、県

の責任としてはどういうふうに受けとめておら

れるのか、再度伺いたいと思います。

私どもとし○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

ましては、この建築基準法の規定に基づきまし

て審査を行い、書類の審査を行い、検査を行

う。それに基づきまして、規定の適合が確認さ

れれば、先ほど申し上げましたけれども、確認

済証や検査済証を交付するという流れになるも

のと考えております。

では、知事に伺いますけれ○前屋敷恵美議員

ども、知事は何を担保に県民の安全を守れると

お考えでしょうか、お答えいただきたいと思い

ます。

先般、九州防衛局か○知事（河野俊嗣君）

ら、県に対しましても、施設整備の概要や今後

の整備スケジュール等について説明があったと

ころであります。弾薬庫につきましては、他の

自衛隊施設にある弾薬庫と同様に、自衛隊とし

て安全基準を満たすとともに、火薬類取締法等

の関係法令に基づいた施設を整備し、通常は自

衛隊が適切に維持管理するという説明でありま

した。

また、米軍が新田原基地に弾薬を保管する場

合には、安全面に十分に留意し、細心の注意を

払って弾薬を取り扱うよう、強く働きかける考

えであると伺ったところであります。

弾薬庫の整備につきましては、地元の不安も

お聞きしているところでありますので、県とし

ましては、県民の安全・安心の確保の観点か
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ら、引き続き国に対し、詳細な情報提供や丁寧

な説明を求めていくなど、地元関係市町とも連

携して対応してまいりたいと考えております。

事実上、国民の命、安全を○前屋敷恵美議員

守るという法律そのものがなし崩しにされてい

る状況を、この宮崎県で目の当たりにしたと思

うところでございます。

冒頭述べましたように、宮崎の陸海空で軍事

演習が繰り広げられ、来年１月には霧島演習場

と熊本県の大矢野原演習場で実施されようとし

ている米軍再編に係る移転訓練は、米海兵隊と

陸上自衛隊の実動訓練です。沖縄での県道越え

実弾訓練と同様の訓練ではないでしょうか。し

かも、米海兵隊のオスプレイも参加することを

検討していることも明らかになっております。

こうした訓練を行いながら、「沖縄の負担軽

減」を口実に、新田原基地を初めとして国内法

が適用されない、アメリカの判断で自衛隊基地

使用をも可能にするなど、まさに日本全土の

「米軍基地化」が加速をしていると思います。

こうした在日米軍の駐留経費は、「思いやり

予算」として全て国民の税金で賄われておりま

す。トランプ政権は今後、年間 8 0億ドル

（約8,640億円）、現状の4.5倍への増額を要求

したことも報じられております。戦争を想定し

ての基地の強化や軍事演習、それらに費やす莫

大な税金は見直しが必要とは思いませんでしょ

うか。

軍備で紛争や問題の解決が図られないこと

は、既に歴史が証明をしてきました。これほど

の無駄遣いと危険性を伴うものはありません。

県土の平和と安全、何よりも県民の命と暮ら

しを守るべき知事として、軍事演習の中止、米

軍基地化につながる弾薬庫建設を初めとする基

地強化にきっぱりと反対を表明すべきと思いま

すが、知事の見解をお聞かせください。

外交・防衛の問題は国○知事（河野俊嗣君）

の専管事項でありまして、日米共同訓練や日向

灘掃海訓練などの訓練につきましても、安全保

障政策の一環として、国の責任においてなされ

るものと考えておりますが、県としては、県民

の安全・安心の確保の観点から、訓練のたびに

安全対策の徹底等を要請してきたところであり

ます。

来年１月に霧島演習場で実施が予定されてお

ります日米共同訓練につきましても、先日、文

書で要請をしたところでありまして、今後、本

県で行われる訓練につきましても、国に対し

て、可能な限り早いタイミングでの詳細な情報

提供や丁寧な説明を求めるとともに、安全対策

の徹底を要請するなど、地元自治体の意向等も

踏まえ、しっかりと対応してまいりたいと考え

ております。

「防衛は国の専管事項」、○前屋敷恵美議員

このように知事は繰り返されます。知事として

の責任は、これでは果たし得ないのではないか

と私は思います。地方自治はなきに等しいと言

えるわけです。県民の身になって、県民の立場

で物事を考え判断する、知事としての責任を全

うしていただきたい、このように思うところで

す。

また、観光立県やスポーツランド推進を目指

して、豊かな自然環境や暮らしやすさをＰＲし

て、人口の増加も目指す宮崎のこの地の軍事拠

点化は、県の施策にもマイナスの要因でしかな

いと思います。何より、県民の安心・安全に

とって大問題だと思うところです。軍事演習の

中止を求める立場に立って、県民の暮らしも安

全も守っていただく、この方向にしっかりと

立っていただくことを再度要求申し上げ、次の
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質問に移りたいと思います。

次は、知事のラグビーワールドカップ観戦に

ついて伺います。

今回のワールドカップ日本大会は、日本中

で、スポーツとしてのラグビーに、とても興味

関心が高まったものだと受けとめております。

報道によれば、この大会に知事が、県ゆかり

のスポンサーの企業などからのチケット提供を

受けて、公務として無償で観戦されたとのこと

ですが、観戦は当初から公務として予定されて

いたのか、それとも、チケットの提供を受けた

ので、公務での観戦ということにしたのか、そ

のあたりを明確にお聞かせください。

今回のワールドカップ○知事（河野俊嗣君）

のキャンプの受け入れのみにかかわらず、国内

外のトップチームが来ましたときは、それを歓

迎し、県産品で激励し、そして、その大会での

成功という情報をフォローする、場合によって

は現場で応援する、そのような取り組みをして

きたところであります。

今回は、大会組織委員会やイングランドチー

ム、そして、大会スポンサー企業からの招待が

あったため、公務として観戦を行ったところで

あります。

知事本人が試合会場で応援しますことは、今

申し上げましたように、プロ野球やＪリーグも

含め、本県で合宿を行ったチームと良好な関係

を築いていくことで、大変大切なことだと考え

ておりまして、関係先からのせっかくの好意を

無にすべきではないという考えもありました

し、本県は国際規模のスポーツ大会誘致にも取

り組んでいるところであります。

ラグビーワールドカップのような大規模大会

の運営、現場の状況を実際に自分の目で見るこ

とは、大変重要なことだと考えたところであり

ます。

では、県ゆかりのスポン○前屋敷恵美議員

サー企業から５万円相当のチケット提供を受け

たということになっておりますけれども、その

企業がどこなのか、また、県とはどういうかか

わりといいますか、関係にある企業なのか、お

答えいただきたいと思います。

この点につきまして○知事（河野俊嗣君）

は、相手方との関係がございますので、企業名

の公表は控えさせていただきたいと考えており

ます。

では、このラグビー観戦と○前屋敷恵美議員

いうのは当初から公務として予定をしていたと

いうことで、たまたま招待券をいただいたの

で、それを利用したということにすぎないとい

う立場でしょうか。

先ほど答弁申し上げま○知事（河野俊嗣君）

したのは、当初から公務として予定していたと

いうことではなしに、一般論としまして、さま

ざまなチームがキャンプをしていただいた、そ

のチームを場合によっては現場で応援するとい

う機会を捉えて現場に行ってまいりましたとい

うことを申し上げた上で、今回については、大

会組織委員会等からの招待があったので、それ

を公務として参加したということでございま

す。

では、最初から公務として○前屋敷恵美議員

位置づけていたというものではないということ

ですね。私は、本来ならば、スポーツランドの

推進なども含めて、知事が観戦されるというの

であれば、このチケット購入などは、公費とし

てきっちり購入をして観戦することが筋ではな

いかと思ったところですので、お尋ねをしたと

ころです。

また、知事御夫妻にチケット提供があったと
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して、夫人同伴での観戦を公務として、交通費

の支出がされておりますが、夫婦同伴での観戦

が必要な公務だったのでしょうか。その位置づ

けについて伺います。

夫婦同伴での出張につ○知事（河野俊嗣君）

きましては、これまでも主催者から招待のあり

ました事業で行っております。例えば、ドイツ

やアメリカの大使公邸でのレセプションであり

ますとか、園遊会、そうしたものにつきまして

も同伴で行っております。今回の試合観戦につ

きましては、組織委員会から、世界的イベント

における国際的な慣例等により、夫婦での招待

があったものと認識をしております。

御質問の試合観戦につきましては、大会関係

者との交流も想定される中で、私としてもスー

ツ、ネクタイ姿で現場に行ったところでありま

すが、この大会が日本政府の全面的な支援のも

とに国内12都市で開催され、皇族方の御臨席も

あるなど、国家的な祭典としての性格を帯びて

いる、また、招待の趣旨、社会的な儀礼の意味

合いを考慮して、公務として整理を行ったもの

でありまして、県費の支出自体は問題ないもの

と考えております。

国家的祭典と位置づけられ○前屋敷恵美議員

たということですが、国が主催した大会でもな

く、しかも観戦はスタジアムの一般席だったわ

けですから、それほどの位置づけが必要だった

のかという点では、私は甚だ理解に苦しむとこ

ろです。交通費ぐらいと思われるのでしょう

が、あくまでも公費の支出でございます。知事

夫人が観戦の意思をお持ちだったのなら、自前

で、自費でごらんになるのが本来のあり方では

ないかと私は思うところです。その辺は明確に

しておく必要があるのではないでしょうか。知

事、いかがですか。

残念ながら、妻はラグ○知事（河野俊嗣君）

ビーには余り関心はないわけでありますが。た

だ、今御指摘のところでございます、会場に

行ったときには、大会関係者のスペースではな

く一般席であったということであります。以

前、Ｊリーグの開幕ゲームに行きましたときは

大会関係者の席で、そこで御挨拶をする、そう

いう機会があったわけでありますが、今回は、

大会組織委員会からの招待ではありながらも、

一般席であったと。そういうことで、結果的

に、夫人同伴の必要性について県民からどのよ

うな見られ方がされるかというのは、真摯に受

けとめる必要があるものと考えております。

県民は、公費については非○前屋敷恵美議員

常にシビアな見方をしております。今、国会で

もさまざま、桜を見る会などで問題にもなって

おりますが、それと同一のものではないことは

十分理解しておりますが、公費のあり方、支出

のあり方について、その辺は十分細心の注意を

払い、県民感情も含めて、公明正大な立場での

支出に当たっていただきたい、このように思う

ところでございます。

それでは、次に移りたいと思います。延岡竜

巻被害への支援について伺います。

午前中に田口議員も質問されまして、少し重

なる部分もありますけれども、改めて質問させ

ていただきたいと思います。

９月に発生した延岡の竜巻は、甚大な被害を

もたらし、家屋被害だけでも525戸に及ぶと聞い

ております。被災された方々は、突然の災害に

困惑をし、生活再建に不安を募らせておられま

す。私も現地を回らせていただきましたが、家

屋被害では、部分的な被害、「一部損壊」が多

く見られます。それでも改修費用はかなりの額

に及び、年金が頼りのひとり暮らしの方など
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は、「どう費用を工面すればいいのか、見通し

がありません。先が見えず、生きる気力がなく

なりました」と、悲壮感を漂わせておられまし

た。 激甚災害に指定されたものの、災害救助

法の対応には至りませんでした。災害救助法が

適用されれば、住宅被害への手だては一定でき

るわけですけれども、人口の区分や破損状態、

世帯数などの指定で適用が制約をされ、今回の

竜巻被害にはこの救助法は全く役に立たなかっ

たという結果となりました。

しかし、被災者にとっては、被害世帯の数が

規定に達していないなどということは全く理由

にはなりません。また、全国的にも、この制度

上の矛盾、問題があらわれてきております。救

助法が実態に即して生かされていくよう、真に

被災者の救援につながるよう、制度の改善がど

うしても必要だと思います。この立場で県も、

国に対してその改善を求めることが必要と思い

ますが、県の考えをお聞かせください。

災害救助法○危機管理統括監（藪田 亨君）

は、災害発生直後の応急的な生活の救助などを

定めた法律でありまして、市町村や県の人口に

応じまして、国が定めた一定規模以上の災害が

発生した場合に適用され、避難所の設置や住宅

の修理などの応急救助が実施されることとなっ

ております。

このため、これまでも国に対しまして、被災

地の状況に応じた弾力的運用が可能となるよ

う、災害救助制度の見直しについて要望を、さ

らには、今般の台風災害を踏まえまして、被災

者生活再建支援法など、他の支援制度を含めま

して、被災者にとってわかりやすく、不公平感

を招かない制度運用を、全国知事会や九州地方

知事会を通じて要望してきているところでござ

います。

今後とも、全国知事会等と連携しながら、被

災者の支援制度の充実を求めてまいりたいと考

えております。

この支援制度、幾らあって○前屋敷恵美議員

も使えない、役立たない法制度では無意味なわ

けですから、真に役立つ法制度にするように改

善を求めることだと思います。ぜひ県もこうし

た立場で 今要求もしていただいているよう―

ですが 引き続き強く国にその改善を求めて―

いただくことをお願いしておきたいと思いま

す。

次に、延岡市が独自に被災家屋の復旧に支援

する事業を立ち上げて対応する方針を決められ

ました。県にも支援を求めておられます。改め

て、県の対応をお聞かせいただきたいと思いま

す。

台風17号に○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

よる竜巻で被災した住宅の復旧に対する支援に

つきましては、これまで延岡市と連携して国に

要望するとともに、市の要望に対して、県とし

てどのような支援ができるか検討してきたとこ

ろであります。

その結果、一部損壊の被害を受けた被災住宅

の復旧に当たり、耐震性の向上に資する改修工

事を行う場合には、国の交付金を活用すること

が認められたところであります。

これを受け、県としましては、市が創設した

補助事業において、交付金を活用する場合の支

援として、地方負担分の２分の１を負担するこ

ととしたところであります。

ぜひ被災者の皆さん方に寄○前屋敷恵美議員

り添ったその施策、十分施行していただきた

い、そのように思います。

続いて、「宮崎県・市町村災害時安心基金」

というのがございます。今回の災害についても
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その運用がなされると、被災者も対象になると

いうふうに思うのです。しかし、金額的には、

まさに見舞金といった程度のもので、金額的に

もですが、今回のような一部損壊の方々にも支

給対象として広げられるよう、その拡大を図る

ことが必要ではないかと思います。県の考え方

を聞かせていただきたいと思います。

県では、自然○福祉保健部長（渡辺善敬君）

災害での被災世帯に対する支援策としまして、

県と市町村が共同で「宮崎県・市町村災害時安

心基金」を設置し、全壊、大規模半壊、床上浸

水を含む半壊といった一定規模以上の被害が生

じた住家について、被災後の当面の生活を支援

するため、お見舞金として、それぞれ20万

円、15万円、10万円を交付しております。

同基金の支援対象の見直しにつきましては、

制度の趣旨との兼ね合いや市町村の財政負担な

ど、課題もありますことから、市町村とともに

研究をしてまいりたいと考えております。

市町村との協議が必要なこ○前屋敷恵美議員

とは十分理解をするところですけれども、床上

浸水、その一部損壊というところにまで対象が

及んでいないと思います。やはり被災された

方々の暮らしを再建していく、その一助になる

という点では、すぐに使える基金として活用し

ていただきたいと思いますので、ぜひ活用範囲

が広がるような対応を検討していただきたいと

強く申し上げておきたいと思います。

では次に、ＪＲ日豊線の美々津鉄橋の騒音対

策について伺いたいと思います。

耳川にかかる鉄橋の騒音について、これまで

も住民の皆さん方からさまざまな御要求が、日

向市当局にも、また県にも寄せられてまいりま

した。鉄橋周辺の幸脇地区においては、まさに

耳元でうなり声を上げる鉄橋を渡る電車の騒音

が、長年、住民の方々の生活を著しく脅かして

きたという状況がございます。これまでに若干

の処置がされたと聞いておりますが、十分では

なく、不快な生活を強いられております。

県として、切実な住民の要望を受けとめ、Ｊ

Ｒ九州に対して、調査とさらなる対策を急ぐこ

とを強く求めていただきたいと思いますが、い

かがでしょうか。

ＪＲ日豊本線○総合政策部長（渡邊浩司君）

は、通勤、通学等の生活路線として、また、ビ

ジネス、観光等の移動手段として利用される重

要な交通基盤でありますけれども、その運行に

当たりましては、沿線地域の生活環境との調和

を図ることが必要であると考えております。

耳川橋梁の騒音対策につきましては、ＪＲ九

州に確認をいたしましたところ、これまでレー

ルの継ぎ目の溶接などの対策を行っているもの

の、十分な改善には至っていないため、今後

も、実施可能な改善策について検討してまいり

たいとのことでございます。

県といたしましては、引き続き地元の日向市

とも連携を図りながら、騒音対策の状況につい

て適時確認するとともに、ＪＲ九州に対し、一

層の改善が図られるよう働きかけてまいりたい

と考えております。

これまでに日向市が行った○前屋敷恵美議員

独自の騒音調査では、最大値が100デシベルを超

えており、これはＷＨＯの基準をはるかに上

回っているということからも、日常生活に及ぼ

す影響がどれほどのものであるかは、おわかり

いただけると思います。ぜひ早急な対応をして

いただくよう、お願いいたします。

次に、赤江浜侵食問題とサーファーの方々の

赤江浜利用について伺います。

清武川河口の左岸の侵食が急速に進んできて
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おり、このまま放置すると背後にある畑などに

も影響が出かねないと、地元の方々の心配も

募っております。早急な調査と対策が必要です

が、県の対応について伺います。

清武川河口○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

北側の赤江浜におきましては、本年10月の台

風19号により海岸の一部が侵食され、浜崖とな

り、海岸の利用に支障を来している状況にあり

ます。

このため、今月発注しました清武川河川掘削

工事で発生する残土を用いて、必要な対策を講

じることとしており、できるだけ早期の復旧に

努めてまいりたいと考えております。

この海岸は、以前からもこ○前屋敷恵美議員

うした状況がありまして、既にテトラポットの

突堤や人工リーフなどを入れるなどの対策も行

われてきたところでもあります。また、松林は

松くい虫の被害が出るなど、海岸線の白砂青松

は損なわれている状況が見てとれ、本当に胸が

痛むところです。

この侵食対策は、浜崖と同時に侵食を防ぐ実

効ある対策をどう講じるかが問題であると思い

ます。ぜひ、専門性を駆使した対策を講じてい

ただくよう、強く要望しておきたいと思いま

す。よろしくお願いします。

続いてですが、この赤江浜には、早朝から

サーファーの方々が詰めかけている状況がござ

います。出勤前に波に乗って職場に向かうと

いった若者も見られます。しかし、駐車するス

ペースも侵食等で狭くなっている状況ととも

に、トイレやシャワーの設備も強く要求をされ

ております。

また、サーファーが浜に行く浜に通じる道路

は、浜の近隣の集落の中の狭い道路を通るか、

農道を利用するために、地域の人々の日常生活

や農作業にいろいろな弊害も出ております。堤

防道路の整備などを行って、地域住民にもサー

ファーにも喜ばれる、安心できる環境を整える

ことが必要と思いますが、県の対応をお聞かせ

ください。

赤江浜にお○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

きましては、平成16年の災害を契機に、地元住

民、海岸利用者、関係行政機関等で構成されま

す、「赤江浜海岸づくりフォーラム」を設置

し、海岸の防護、海岸環境の整備・保全、公衆

海岸の適正な利用の確保のため、定期的に意見

交換を行い、合意形成を図っているところであ

ります。

この中で、赤江浜に通じる道路の利用につき

ましては、海岸利用者が集落内を通行せずに清

武川左岸の堤防道路を通行するよう、周知して

いるところでありまして、円滑な通行を確保す

るため、定期的に補修も行っているところであ

ります。

また、トイレやシャワー等の環境整備につき

ましても、フォーラムの中で、地域住民の方々

と海岸利用者が共存でき、赤江浜が魅力ある地

域となるよう、引き続き意見交換を行ってまい

りたいと考えております。

堤防の道路については、今○前屋敷恵美議員

現在、かなりの穴ぼこができております。非常

に通りづらくなっておりますので、ぜひその改

修をお願いしたいと思うところです。

施設やこの道路の整備については、県や市の

責任のすみ分けを明確にするということも必要

だと言われております。整備する必要がないと

か、頭からやれないという考えでない限りは、

行政サイドで検討することではないかと思いま

す。サーフィンをやりたいという移住者もふえ

ています。これは県の施策の一環でもあるわけ
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ですから、ぜひ、環境を整えることに積極的に

取り組んでいただきたい、強く要望しておきた

いと思います。

次に、日米貿易協定について伺います。

日米貿易協定承認案が、既に衆議院で自民

党、公明党、維新などの賛成多数で可決され、

参議院に回されております。国会に十分な資料

も提出されないまま審議が進められ、今臨時国

会での採択が狙われております。既に発効して

いるＴＰＰ11、日欧ＥＰＡに加えて、日本側の

関税、非関税措置を縮小させ、農産物の市場開

放、自由化を一層もたらすものになってまいり

ます。宮崎の農業にとって、より打撃的なもの

になることは明らかです。

宮崎の農業に及ぼす影響はどれほどと試算す

るのか、明らかにお示しください。

県の影響額の○農政水産部長（坊薗正恒君）

試算につきましては、これまでＴＰＰ11や日Ｅ

Ｕ・ＥＰＡなど、国の方法に準じまして、国内

対策が確実に実施されるとの前提のもと、本県

農畜産物等の影響額を試算してきております。

今回の日米貿易協定が発効された場合の影響

額につきましては、現在、試算を行うための情

報収集や分析を行っておりまして、可能な限り

速やかに公表できるよう、作業を進めていると

ころでございます。

日米貿易協定は、日本が米○前屋敷恵美議員

国農産物の関税72億ドル分を撤廃・削減する一

方で、米国は日本製自動車や同部品の関税撤廃

を見送っており、日本が一方的に譲歩したもの

になっております。日本の農産物の市場開放・

自由化を一層拡大するものです。

政府は、国内農産物の生産額が最大1,100億円

減少すると見込んでおり、日本の農林水産業を

衰退させ、食の安全を脅かし、食料自給率をさ

らに低下させるものになることは必至です。食

料主権・経済主権を破壊する日米貿易協定の国

会承認は、断じて認められないものです。

宮崎の第１次産業への影響は深刻です。県と

して、国会での承認に反対し、日米ＦＴＡ交渉

の中止を求めるべきと思いますが、知事の答弁

を求めます。

今回の日米貿易協定を○知事（河野俊嗣君）

初めとした国際化の急速な進展に対しまして、

農業者や関係団体等から、今後の農業経営の影

響について不安の声があることは十分承知して

おりまして、先日もそういう声を、農水省への

緊急提言、要望でお届けをし、十分な説明、そ

して、対策というものを求めたところでありま

す。

一方で、これまでも国のＴＰＰ対策等も活用

しながら、例えば肉用牛や園芸施設の規模拡大

に取り組み、生産基盤の強化や輸出に挑戦する

といった、大変頼もしい事例も多く見られると

ころであります。

県としましては、このような国際化の大きな

流れを、本県農業の競争力強化に向けた構造改

革を推進する一つの機会とも捉え、今後とも、

担い手の確保・育成や生産体制の構築、輸出の

促進等の諸対策に、関係団体等とも連携をしな

がら、しっかりと取り組んでまいります。

さまざまな対策を講じると○前屋敷恵美議員

いうことのようですけれども、幾ら日米ＦＴＡ

対策を打ったとしても、また販路拡大、特に宮

崎牛の販路の拡大などが言われておりますけれ

ども、こうしたことで輸出量をふやしたとして

も、そのことが抜本的な対策、解決策にならな

いことは明らかです。ますます離農を加速さ

せ、食料自給率の低下を招くことになります。

宮崎の農業は、まさに家族農業を大事に守り
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育てていく、このことがやはり後継者をつくる

ことにもなります。規模拡大とか、そういった

ことだけで物事を進める、農業を維持できると

いうものではないと思います。

宮崎の基幹産業である農業を守らずして、宮

崎の経済の発展も、また県民の暮らしも守れな

いと私は思うところです。

改めて、知事におかれましても、国に対し

て、こうした日本の農業、ひいては宮崎の農業

の衰退につながるような農産物の自由化に道を

大きく開いていく こうした自由貿易そのも―

のを間違いだと言うわけではありませんけれど

も、関税そのものを撤廃するというのは、自由

貿易のルールからいってもおかしいと私は思う

ところです。

ぜひとも、日米ＦＴＡの交渉の中止を強く求

めていただきたい、このことを要望しておきた

いと思います。

次に、公立学校の変形労働制導入について伺

います。

今国会で、公立学校に１年単位の変形労働時

間制を導入することを盛り込んだ、公立学校教

職員給与特別措置法改正案が、衆議院で自民

党、公明党、維新などの賛成多数で可決されま

した。

この法案は、教員の長時間労働の是正をうた

いながら、１年単位の変形労働時間制を導入し

て、残業代を支払うことなく、いわゆる繁忙期

に１日８時間、週40時間を超えて働かせること

ができるようにするものです。今でも深刻な長

時間労働を一層助長するものにほかなりませ

ん。

しかも法案は、当事者である教員の意見を反

映させる労使協定なしに、自治体の条例で導入

できることにしていることは大問題であり、条

例で労働基準法上の原則を踏みにじることは許

されないものです。

そこで、同法案に対する教育長の御見解を伺

いたいと思います。

お話のとおり、改正○教育長（日隈俊郎君）

法についてはまだ審議中でありますので、この

法案における変形労働時間制につきましては、

比較的業務量が少ないとされる夏休み等の長期

休業期間に休日をまとめて取得できるなど、年

度を通じて勤務にめり張りをつけることができ

る一方で、業務量の多い時期は１日の勤務時間

が長くなるため、育児や介護中の職員への配慮

が必要になるものと考えております。

そのため、改正法の成立、施行の後、本制度

の導入をする際には、学校の実態をよく踏まえ

て、市町村教育委員会等とも十分協議を行いな

がら、慎重に検討してまいりたいと考えており

ます。

なお、学校における働き方改革は、業務の改

善と勤務時間の適切な管理等が最優先の課題で

ありますので、まずは、本年３月に策定しまし

た、学校における働き方改革推進プランの具現

化に努めてまいりたいと考えております。

まだ国会で審議中の法案で○前屋敷恵美議員

はありますけれども、これが強行採決されてし

まえば、それに従って県も、教育委員会も対応

が迫られるということになるわけです。

人間は、暇なときだからといって、繁忙期に

睡眠を削って働いた分を寝だめするとか、ま

た、休日をまとめてとればいいというものでは

ありません。教員の長時間労働の解消には、業

務の抜本的な縮減や、教員の大幅増員をおいて

ほかにはないと思います。教員の疲労・疲弊

は、子供たちに影響いたします。子供たちの健

やかな成長、教育の質の向上には、教員の職場
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環境、労働条件の改善が第一であることを申し

上げておきたいと思います。

あわせて、自治体が条例を変えないという判

断を行うこと、各学校でも導入しない判断が重

要であることを強く申し上げておきたいと思う

ところです。

私のきょうの質問は以上ですけれども、時間

……が少しありますので、宮崎県における

済みません、前屋敷議員、○山下博三副議長

県土整備部長から発言の訂正がきていますの

で、よろしいですか。

済みませ○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

ん。先ほどの発言を訂正させていただきます。

弾薬庫についての質問の答弁でございますけ

れども、先ほど私は、建築主事の判断は県の判

断であるという趣旨の答弁をさせていただきま

した。実際は、県が任命した建築主事が、法令

等に基づき建築主事として判断をするものとい

うことでございます。おわびして訂正をさせて

いただきます。

今の御答弁ですけれども、○前屋敷恵美議員

だから、県として判断するというわけではな

い、建築主事個人にその判断が委ねられるとい

うことなわけですか。

建築主事に○県土整備部長（瀬戸長秀美君）

その判断が委ねられているということでござい

ます。

私、先ほどお話ししました○前屋敷恵美議員

けど、これほど重大な問題を、建築主事個人の

判断でこれを許可ではなくて、認可でしたか。

ただ、申請がそのとおりになっていれば、それ

でよしとするものだと伺ったんですけど、それ

で問題が、安全が確保されるとか、そういうこ

とでは全くないということが、改めて明らかに

なったと私は思うところです。とりわけ地元住

民の皆さん方の不安は増大しております。ひい

ては、地元だけでなく、県民全体に及ぶ問題に

もなるわけですから、県の責任としてこの問題

は十分受けとめていただいて、この弾薬庫建設

の中止そのものを私は求めておきたいと思いま

す。

時間が参りましたので、以上で終わります。

（拍手）

以上で本日の質問は終わり○山下博三副議長

ました。

次の本会議は、12月２日午前10時から、本日

に引き続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時43分散会

令和元年11月29日(金)
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